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本説明書は平成 25 年 4 月１日から平成 26 年 3 月 31 日までの期間における当社の情報となっておりま

すが、重要な後発事項（平成 26 年 4 月 1 日から本説明書の発行日までに起きた重要と思われる事項）に

関しては☆印にて追加表記しております。 
 
第一部 【企業情報】 
 
第１ 【企業の概況】 

１１１１    【主要な経営指標等の推移】【主要な経営指標等の推移】【主要な経営指標等の推移】【主要な経営指標等の推移】    
 

回次 第 20 期 第 21 期 第 22 期 第 23 期 第 24 期 
決算年月 平成 22 年 3 月 平成 23 年 3 月平成 24 年 3 月 平成 25 年 3 月 平成 26 年 3 月 

売上高 (千円) 537,845 568,229 550,029 650,288 752,456 

経常利益又は経常損失(△) (千円) △33,363 1,016 3,993 12,114 14,359 

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) △54,491 7,400 △35,903 3,598 12,083 

資本金 (千円) 85,008 91,248 91,248 91,248 91,248 

発行済株式総数 (株) 7,346 7,658 7,658 7,658 7,658 

純資産額 (千円) 58,473 78,354 42,451 46,050 58,134 

総資産額 (千円) 753,339 799,191 603,394 565,875 539,500 

１株当たり純資産額 (円) 7,959.93 10,231.72 5,543.42 6,013.37 7,591.28 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) (円) ― 

（―） 
― 

（―） 
― 

（―） 
― 

（―） 
― 

（―） 
１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失（△） (円) △7,417.82 1,001.64 △4,688.31 469.95 1,577.91 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 7.8 9.8 7.0 8.1 10.8 

自己資本利益率 (％) △63.3 10.8 △59.4 8.1 23.2 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 
営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △46,402 7,397 44,752 12,643 64,030 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △200,618 △62,934 115,318 23,336 △5,631 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 234,415 △2,955 △173,146 △19,999 △50,113 

現金及び現金同等物の 
期末残高 (千円) 79,824 21,333 8,257 24,237 32,523 

従業員数 
〔他、平均臨時雇用者数〕 (名) 137 

〔19〕 
132 

〔17〕 
135 

〔12〕 
142 

〔11〕 
143 

〔14〕 

(注)   

1. 当社は連結計算書類を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

2. 上記金額は、消費税等を含まない税抜方式によっております。 

3. 当社は第 20 期から第 24 期まで希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後 1 株当たり

当期純利益金額について記載しておりません。 
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4. 第 20 期から第 24 期の会計数値は、会社法第 436 条 2 項第 1 号の規定に準じた監査を受けておりますが、第

20 期から第 24 期におけるキャッシュ・フローの指標については監査を受けておりません。 

5. 第 20 期から第 24 期は配当を行っていないため、1 株当たり配当額及び配当性向を記載しておりません。 

6. 株価収益率は、当社株式が非上場であり店頭登録もしておらず、期中平均株価の把握が困難なため記載して

おりません。 

7. 従業員数欄の〔 〕はパートタイマーの数値で、外数です。 
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２２２２    【【【【沿革沿革沿革沿革】】】】    
 

年月 概要 

平成３年１月 神奈川県大和市に、ハードウェアおよびシステムの受託開発（現受託開発事業）を 

目的として株式会社テクノシステムズを、資本金 21,000 千円で設立 

平成３年７月 特定労働者派遣の認可（特 14-10-0050）を受け、労働者派遣事業 

（現テクニカルスタッフ派遣事業）を開始 

平成８年２月 神奈川県から漏水検出装置の開発に対して｢創造法｣の認定を受ける 

平成９年４月 資本金を 36,500 千円に増資 

平成９年７月 愛知県名古屋市北区に名古屋事業所開設 

平成 10 年３月 神奈川県大和市下鶴間に本社・工場新社屋完成。同市中央から移転 

平成 10 年４月 資本金を 43,500 千円に増資 

平成 10 年６月 福岡県福岡市博多区に福岡事業所（現福岡連絡所）開設 

平成 12 年５月 資本金を 65,500 千円に増資 

平成 13 年２月 インターネット｢育児 110 番｣完成・公開開始 

平成 13 年 10 月 北海道札幌市中央区に札幌連絡所（現札幌事業所）開設 

平成 14 年８月 保育園支援システム開発業務開始 

平成 14 年 11 月 神奈川県から保育園支援システム開発に対して｢経営革新法｣の認定を受ける 

平成 16 年 12 月 「保育園支援システム」が神奈川中小企業センターから支援テーマに認定される 

平成 17 年９月 グリーンシート銘柄指定を受け、資本金を 80,500 千円に増資 

平成 17 年 11 月 宮城県仙台市青葉区に仙台連絡所開設 

平成 18 年７月 湘南新産業創出基金第一号投資事業有限責任組合へ第三者割当増資実施 

平成 18 年９月 第一回社債発行 

平成 18 年９月 独立行政法人理化学研究所とノウハウ実施契約を締結 

平成 19 年１月 プラネタリウム製作キット「エトワール」発売開始 

平成 19 年１月 新潟県長岡市に新潟連絡所開設 

平成 19 年６月 ふじ幼児園を統合し、幼児教育事業開始 

平成 19 年６月 第二回社債発行 

平成 19 年８月 プラネタリウム用ドーム製作キット発売開始 

平成 19 年 11 月 プラネタリウム製作キット、大和産業フェアにて展示販売 

平成 20 年１月 独立行政法人理化学研究所と「ＤＮＡブロック模型」に関する実用新案実施許諾契約を締結 

平成 20 年３月 香川県高松市に四国連絡所開設 

平成 20 年 6 月 第三回社債発行 

平成 20 年８月 静岡県浜松市に浜松連絡所開設 

平成 20 年 12 月 プラネタリウム製作キット「星座線入り」発売開始 

平成 21 年３月 健康管理部門を準備、産業医とともにハーブティーを輸入 
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年 月 概  要 

平成 21 年４月 自社ブランド製品、しゃべる写真「Talking Photo」販売開始 

平成 21 年４月 湘南保育園を買収し幼児教育事業部に統合 

平成 21 年７月 大和市鶴間にマンションを購入し不動産賃貸事業を開始 

平成 21 年 12 月 新型プラネタリウム製作キット「エトワール プラス１」発売開始 

平成 21 年 12 月 横浜市都筑区（地下鉄センター南駅前）に第２湘南保育園を開設 

平成 22 年１月 「Talking Photo」で神奈川産業振興センターのビジネス可能性評価に入選 

平成 22 年２月 「Talking Photo」をテクニカルショウヨコハマ 2010 に出展 

平成 22 年３月 カナダ Saje 社と契約し、同社のハーブティー製品の独占販売権獲得 

平成 22 年３月 小田急線桜ケ丘駅前の不動産物件を取得し、賃貸事業拡大 

平成 22 年４月 早稲田大学理工学部と次世代「Talking Photo」に関する共同研究開始 

平成 22 年６月 横浜市中区桜木町に健康関連商品を中心としたサテライトショップ「オーグ」を開設 

平成 22 年９月 韓国光州市での国際展示会(ACE Fair 2010)にTalking Photoを出展 

平成 22 年 12 月 第２湘南保育園をｷﾝﾀﾞｰﾅｰｻﾘｰｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝへ譲渡 

平成 23 年２月 資本金を91,248千円に増資 

平成 23 年２月 韓国ソウル近郊での国際展示会(Expo Solar 2011) にTalking Photoを出展 

平成 23 年３月 小田急線桜ケ丘駅前の不動産物件を売却 

平成 23 年 7 月 横浜市中区桜木町の健康関連商品を中心としたサテライトショップ「オーグ」を閉店 

平成 23 年 9 月 大和市鶴間の賃貸マンションを売却 

平成 24 年 12 月 長野県飯田市の工場用地を売却 

平成 25 年 12 月 湘南保育園の認可移行計画書が神奈川県に承認される 
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３３３３    【【【【事業の内容事業の内容事業の内容事業の内容】】】】    
（１）事業の内容 

当社は、テクニカルスタッフ派遣事業、受託開発事業、幼児教育事業、自社ブランド製品事業、
を主たる事業として展開しております。健康事業は自社ブランド製品事業に統合しました。また、 
不動産賃貸事業は所有不動産物件を売却し一時中断しております。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① テクニカルスタッフ派遣事業 

テクニカルスタッフ派遣事業においては昭和 61 年施行の「労働者派遣事業の適正な運営の確保
及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（以下、労働者派遣法という。）」に基づいて、厚
生労働大臣より「特定労働者派遣」の許可を受け、派遣先企業と当社の間で労働者派遣契約を締結
し当社社員を派遣しております。テクニカルスタッフ派遣事業では、システム設計技術、Java、VB、
C や C＋＋の開発言語に関する技術及び電気・電子回路設計技術を保有する労働者を派遣先企業に
派遣することを業務としております。 

 
② 受託開発事業 
  受託開発事業においては、顧客企業に設置した分室又は当社事業所内で受託したシステムの開発

を行っております。当事業では、受託したシステム設計・仕様の作成からプログラムの製作及びそ
のテストまでを当社の管理下において行い、完成したプログラム等の成果物を顧客に納入すること
を業務としております。 

 
③ 幼児教育事業 

幼児教育事業部では、３才から５才までの児童を保育する、ふじ幼児園を神奈川県高座郡寒川町
で運営しております。平成 21 年４月からは神奈川県高座郡寒川町にて湘南保育園の運営を行って
おります。 

  

現在の事業の柱 

 

テクニカルスタッフテクニカルスタッフテクニカルスタッフテクニカルスタッフ 
（技術者派遣）（技術者派遣）（技術者派遣）（技術者派遣） 
・システム設計技術・システム設計技術・システム設計技術・システム設計技術 
・プログラミング・プログラミング・プログラミング・プログラミング 
・電気、電子回路設計・電気、電子回路設計・電気、電子回路設計・電気、電子回路設計 

受託開発受託開発受託開発受託開発 
・防衛関連・防衛関連・防衛関連・防衛関連 
・携帯電話・携帯電話・携帯電話・携帯電話 
・その他・その他・その他・その他 

自社ブランド製品自社ブランド製品自社ブランド製品自社ブランド製品 
・保育園支援システム・保育園支援システム・保育園支援システム・保育園支援システム 
・教育教材・教育教材・教育教材・教育教材 
・プラネタリウム・プラネタリウム・プラネタリウム・プラネタリウム 
・・・・Talking Photo 
・健康関連商品・健康関連商品・健康関連商品・健康関連商品 
 

幼児教育幼児教育幼児教育幼児教育 
・ふじ幼児園・ふじ幼児園・ふじ幼児園・ふじ幼児園 
・湘南保育園・湘南保育園・湘南保育園・湘南保育園 

                 

不動産賃貸事業不動産賃貸事業不動産賃貸事業不動産賃貸事業 
・賃貸マンション・賃貸マンション・賃貸マンション・賃貸マンション 
・賃貸オフィス等・賃貸オフィス等・賃貸オフィス等・賃貸オフィス等 
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・ふじ幼児園 
ふじ幼児園は私設施設で、児童福祉法第24条により、 神 奈 川

県へ届出をして業務を行っております。 
  当園の方針は以下のとおりです。 

  ・スローガン：園児はわが子 
   ・モットー ：入ってよかったと言われる園にする 
  ・運営方針 ：保護者に必要以上の金銭的・時間的 

負担をかけない 
         地域とともに広がる保育 
  ・保育方針 ：バランスのとれた心と体を育てる 
 

ふじ幼児園（http://www2.ocn.ne.jp/~fujikind/）は真に役に立つ保育の実施に全力を注いでおり、
実社会における実際の生活や職場で幼児期に身につけておかなかった為に起こる問題点を把握し、
その重大性を職員一同認識し、それを解決しようと緊迫感を持って対応しており、「園児はわが子」
と思い、やさしくある時は厳しく我が事のように実施しております。また、社会経験から得た重要
な保育テーマをはっきりとさせて幼児教育に取り組んでおります。 
更に園の運営方針として、園長はじめ職員一同はいつの場合も大切なお子様を自分の子と思いお

預かりするだけでなく、時間的にも金銭的にも極力負担をお掛けしないように配慮しております。 
当園では昭和 60 年から重点を置く保育項目を掲げ、テーマを持ち日々の保育活動に努めており

ます。近年の重点保育項目は以下のとおりです。 
  平成１７年度：感謝の気持ちをもつ 
  平成１８年度：きちんと伝える習慣を身につける 
  平成１９年度：節約するしつけ 
  平成２０年度：自分の考えを言う 
  平成２１年度：夢をもたせよう 

平成２２年度：人の輪(和)を作る 
平成２３年度：我慢することを身につける 
平成２４年度：ほめる保育   
平成２５年度：分析する力の育成 
平成２６年度：持続する力の育成 
ふじ幼児園は近隣の幼稚園が教室を縮小している中、定員一杯で順調に推移しております。教育方針

と職員の対応が保護者の支持を得ていると感じております。 
毎年、年間テーマを設定し職員がこのテーマに取り組んで研修・発表を行い、更に保育への適用をす

るために全員参加の討論をし、結果を全学年に取り入れております。その成果を毎年３月に全員参加で
発表をしております。 

 
・湘南保育園 

当社は平成 21年４月１日に神奈川県高座郡寒川町 
認定である湘南保育園を幼児教育事業部に組み入れました。 

  湘南保育園はふじ幼児園と同様に「園児はわが子」を 
スローガンに掲げ、保護者の立場に立って行き届いた小回り 
の効く保育を実施しております。 
当園では月曜日から土曜日の７時から 20時まで開園し、 

月極め（開園日４時間から 13時間の１時間刻みで、生後 
６ヶ月から３歳の子供を対象）及び一時保育（開園日１時間 
から 13時間の 30分刻みで、生後６ヶ月から就学までの子供 
を対象）を行っております。 
この園では当社が開発した「保育園支援システム」を導入 

しており、保育士は保育に専念することができるだけでなく、 
登降園管理や各種伝票処理等をコンピュータが行っております。 

 

ふじ幼児園 

湘南保育園 
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  保護者の要望により近隣市町村の児童も受け入れており、当事業年度の園児数は定員一杯の 
状態になっております。 
 当事業年度 10月には、待機児童対策に取り組んでいる所在地の寒川町からの要請があり、 
定員を増加させること及び認可保育園へ移行させるために、神奈川県に認可移行計画書を提出し 
承認されました。 

平成 26 年 1 月からは寒川町から認可移行準備のための補助金を交付して頂き、平成 27年 
4 月の新湘南保育園の開園に向かって県及び町との調整を進めております。 

   
 

④ 自社ブランド製品事業 

・保育園支援システム開発業務 
月極・一時保育を行っている認可外保育園で、園児及び保育士の時間管理だけでなく、入

園希望者からのお問い合わせ応対、入園手続き、一時保育予約、在園状況把握、保育士のシ
フト勤務作成、徴収票の作成等を行う統合的なシステムを自社開発し、販売を行っておりま
す。 
本システムはタッチパネルを導入し、誰でも使用できるような操作性を重視した製品とな

っております。更に、カードリーダーを使用することにより、園児及び保育士の正確な時間
管理を行うことができます。また、本システムは導入先の保育園に合わせてカスタマイズす
ることが可能であり、その保育園の特徴や制度を簡単に取り入れることができます。 

 当事業年度後半からは、湘南保育園の認可移行計画に合わせて、最新技術を適用した抜本的 
な機能更新と認可保育園に適合できるシステムへの転換を目的にした新システムの開発に着 
手しており全国的に販売を計画しております。 

 
 

（受付用）                    （職員室用） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保育園支援システム 構成 
 
 
 
 
 
 

カード読取機カード読取機カード読取機カード読取機 

 

パソコンパソコンパソコンパソコン    

タッチパネルタッチパネルタッチパネルタッチパネル 

 

パソコンパソコンパソコンパソコン 

タッチパネルタッチパネルタッチパネルタッチパネル 

 

プリンタプリンタプリンタプリンタ 
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・教育用教材の製造販売業務 

一般家庭や小学校での科学に関する授業や学童保育の教材、小学生を対象にした科学教室
を開催するボランティア団体への工作教材を製造し、書店、プラネタリウム天文台、科学館
等並びにインターネットによる一般販売をしております。代表製品に、プラネタリウム製作
キット「エトワール」及びしゃべる写真「Talking Photo」があります。 

 
プラネタリウム製作キット「エトワール」プラネタリウム製作キット「エトワール」プラネタリウム製作キット「エトワール」プラネタリウム製作キット「エトワール」（http://etoile-t.hp.infoseek.co.jp/） 
当社は平成 19 年１月にプラネタリウム製作キット「エトワール」の製造及び販売を開始しま

した。 
この製品は財団法人神奈川中小企業センター（現財団法人神奈川産業振興センター 

 http://www.kipc.or.jp/）の仲介により、独立行政法人理化学研究所（http://www.riken.jp/） 
が開発した「プラネタリウム製作キット」のノウハウ等実施許諾契約から当社において製造 
及び販売を行っております。平成 19年８月にはプラネタリウム用ドーム製作キットを開発、 
製造及び販売を開始しました。 
本製品は少しずつですが売り上げが伸びております。草の根営業から得た知識から「イベ 

ント会社」とのタイアップが功を奏しております。平成 20年 12月には星座を投影できる「星 
座線入り」キットを発売しました。こちらもご好評を頂いております。 

また、この製品は数多くのマスコミにも報道されました（日本テレビ系列、神奈川テレビ、 
その他新聞各社）。平成 21 年５月７日にはＮＨＫの「おはよう日本 まちかど情報室」にて 
紹介されました。 

平成 21 年は世界天文年となっており、世界の注目が宇宙・天体に集まっているなかで、 
当社のプラネタリウム製作キットは世界天文年 2009 日本委員会で標準教材に認定され、 
ロゴの使用許可を取得しました。 

(http://www.astronomy2009.jp/ja/products/iya_selection/007techno_planetariumkit/accept 
.html) 
(http://www.astronomy2009.jp/ja/products/iya_selection/008techno_planetariumkitline/ 
accept.html) 

    平成 21 年 12 月には星座線入りキットとミニドームを同梱しパッケージも箱型にした「エト 
ワール・プラス」を発売しました。「エトワール・プラス」では光源を改良し更に明るく綺麗 
に星を投影する事が出来るようになり、台座も本体と同じ Blackに統一しパッケージも有名デ 
ザイナーによるイラストパッケージを採用し贈答用等としてもご利用頂けるようになりまし 
た。これにより全国の科学館のミュージアムショップはもとより大手量販店でもお取扱い頂き 
販路も拡大しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   プラネタリウム製作キット     キットの内容        投影用ドーム 
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Talking Photo 
自社ブランド製品事業では平成 21年４月より、しゃべる写真「Talking Photo」の製造・販売を

開始しました。この製品は平成 20年 10月より開発を開始し、平成 21 年２月に完成しました。 
録音・再生機能を持つ極薄型（厚さ２mm）の装置に写真を圧着したもので、アルバムに通常の写

真と同じように整理・保管することができます。写真表面にある「再生」部分を押すことにより予
め録音した声（音・音楽）を聞くことができます。５～10 年後に貴重価値が出てくるという極め
て利用価値の高いアイデア商品です。平成 21 年３月 20 日に日刊工業新聞全国版１面に写真入りで
報道されたのを機会に、NHK、テレビ東京やタウンニュースなど多くのマスコミで報道され、全国
的に反響を呼んでおります。 
販売展開として、現在は販売分野をブライダル、幼稚園、産科病院及びペットショップに全国展

開をしております。その中でも特に産科病院は出産記念としてご利用頂き好評を頂いており、全国
の産科病院での取扱い契約締結を推進しております。また、大手カメラ店、フォトスタジオ、大手
の生花店や防衛弘済会等を通じた販路を拡大しております。 
また、平成 22 年６月に神奈川県のビジネス可能性評価に入選し、神奈川産業振興センター中小

企業新商品開発等支援事業補助金と同センターの支援を得て平成 22 年９月に韓国光州市の国際展
示会（ACE Fair 2010）、平成23年２月に同国ソウル近郊での国際展示会(Expo Solar 2011)に Talking 
Photoを出展し、同国の関係業者及びマスコミ関係者から強い関心を寄せられ同国での販売の端緒
を掴むことが出来ました。 
これまでの顧客や展示会出展により得られた反応をもとに、個人でも Talking Photoが作成でき

る、ハンディタイプの圧着器を開発しました。これを使った Talking Photo製作キットの発売も計
画しております。 

  機能、品質面においても更なる向上、改良を目的に平成 22～23年度に早稲田大学理工学部との
共同研究を行い、より新しい概念のスピーカーや電子回路を使用した次世代「Talking Photo」の
試作や早大の独創的な技術であるワンビットオーディオ技術を応用した音声記録再生方式の開発
と試作を行いデモンストレーションも実施しました。今後、これらの基礎技術を活用し、より小型
化、低電力化および低価格化を目指した製品の検討に着手する計画です。 

プ ラ ネ タ リ ウ ム 製 作 キ ッ ト                 
（デパート等での販売用セット） 

 
新型プラネタリウム製作キット 

（ エトワール Next ） 
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しゃべる写真「Talking Photo」 
 

健康健康健康健康関連商品関連商品関連商品関連商品    
当社が目標にしている将来の事業三本柱：幼児教育、健康管理及びアグリカルチャーの二番

目にあたる健康管理を事業展開する為に平成 22 年 3 月に別組織を発足されましたが、初期的
な負担が増加し、諸費用の負担軽減のために自社ブランド製品事業と組織を統合しました。 

平成 22 年 3月にカナダ、バンクーバーにあるエッセンシャルオイルメーカー「Saje社」と
日本国内販売における独占契約を結びました。同社の製品を直接店舗で販売することは中止し
ましたが、法人や熱心な固定客等を中心に販売を継続しております。 

主力製品には、エッセンシャルオイルに加えてディフーザーブレンド、健康を維持するため
の予防や治療に適したレメディーなどがあります。 

１．100%有効成分を使用した自然商品 
２．100%基礎成分を使用した自然商品  
３．100%自然保存料を使用 
４．オーガニックグレードのエッセンシャルオイル 

（オーガニック商品又はそれ同等の品質の商品である） 
５．オーガニックグレードのスキンケア 

（４と同じ） 
６．自然リメテラピー 

（造語：自然商品を用いた新しい健康管理手法） 
７．動物テストなしでの商品研究 

（動物での商品テストを行っていない）  
   
                                 

  

再生部分 
（こちらを
押すと声等
を聞くこと

スピーカー 
（こちらから
声等が聞こえ

写真の表

写 真 の
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[事業系統図] 

 当社の事業系統図は以下のとおりです。 

 
１）テクニカルスタッフ派遣事業 

 
 
 
 
 
 
 
 

２）受託開発事業 
 
 
 
 
 
 
 
 

３）幼児教育事業 
 
 
 
 
 
 
 
 

４）自社ブランド製品事業 
①保育園支援システム開発業務 

 
 
 
 
 
 
 
 

②教育用教材の製造販売業務 
 
 
 
 
 

当社 顧客 
販売・アフターサービス 

当社（幼児園/保
育園） 

顧客 

入園申込 
 

保育 

当社 顧客 

労働者派遣契約 

当社社員の派遣 

従業員 
雇用契約 

当社 
 

顧客 

開発請負契約 

成果物の納品 

当社 顧客 

販売 

メーカー 

仕入 製造 

部品
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      ③Talking Photo 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④健康関連商品 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説 

 

※Java ：コンピュータ言語の一つで、Sun Microsystems社が開発したオブジェクト指向プログラ

ミングが可能です。主にインターネット上で動作が可能となるソフトウェアの開発に使

用されております。 

 

※VB  ：Visual Basicの略で、マイクロソフト社が開発したマンマシンインターフェースを重視

したコンピュータ言語です。多くのウィンドウズアプリケーション開発に使用されてお

ります。 

 

※C   ：コンパイラ型のプログラミング言語でウェブサーバーに利用されたりします。メモリー

管理や処理速度が速く行えることから多くのアプリケーションに利用されております。 

 

※C++  ：Ｃ言語を基本にし、オブジェクト指向の機能を拡張したコンピュータ言語です。 

 

※幼児園：認可外保育施設で、児童福祉法第２４条の＜ただし付近に保育所がない等やむを得ない

事由があるときは、その他の適切な保護をしなければならない。＞という条文の「その

他の適切な保護」を行う施設。 

 

 

当社 顧客 

販売、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

メーカー 

仕入 

商品発注 

当社 顧客 

販売 

メーカー 

仕入 製造 

部品発注 
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※特定労働者派遣：常用雇用労働者だけを労働者派遣の対象として行う労働者派遣事業。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当社（派遣元） 派遣先企業 

派遣労働者 

労働者派遣契約 

雇用契約 指揮命令関係 
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（２）経営組織の概要 
 

☆平成 26 年６月１日現在、当社の経営組織の概要は、以下のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）1. テクニカルスタッフ派遣事業・受託開発事業は、システム事業部が管轄しております。 

2. 自社ブランド製品および健康関連商品事業は、自社ブランド部が管轄しております。 
3. 幼児教育事業は、幼児教育事業部が管轄し、ふじ幼児園と湘南保育園を運営しております。 
4. 平成 26 年６月１日付け従業員数は 157名となっております。 

経
営

企
画

部
 

湘
南
保
育
園
 

監査役会 
 

自
社

ブ
ラ

ン
ド

部
 

札
幌

事
業

所
 

名
古

屋
事

業
所

 

ふ
じ

幼
児

園
 

幼
児
教
育
事
業
部
 

シ
ス
テ
ム
事
業
部
 

経
営

管
理

本
部

 
総

 
務
 

部
 

株主総会 

取締役会 

代表取締役 

本
社

事
業

所
 

福
岡

連
絡

所
 

人
材

セ
ン

タ
ー

 

営
業

推
進

部
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４４４４    【【【【関係関係関係関係会社の状況会社の状況会社の状況会社の状況】】】】    
 

該当事項はありません。 
 

５５５５    【【【【従業員の状況従業員の状況従業員の状況従業員の状況】】】】    

（１） 提出会社の状況 
平成26年3月31日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

143 
〔14〕 

40.8 3 年 8 カ月 2,630 

（注）１．従業員数は、就業人員であります。また、〔 〕はパートタイマーの数（外数）となっており

ます。 

   ２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 
 

（２） 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１１１１    【【【【業績等の概要業績等の概要業績等の概要業績等の概要】】】】    

（１） 業績 

平成 23 年 11 月より、取引先金融機関に対して、金融支援（借入金の元金返済のリスケジューリング）

をお願いし、業績挽回のための諸施策を実行してまいりました。 

前事業年度と同様に当事業年度においても、臨時体制をとり、中核事業であるテクニカルスタッフ派遣

事業及び受託開発事業の再構築に人的資源を集中して営業力を強化し、また技術教育を強化し個々の技術

者の技術力アップに注力してまいりました。 

その結果、当事業年度も徐々に受注が伸び、全体の売上高は 2 期連続して前事業年度に対して 100,000

千円以上増加することが出来ました。（前事業年度に対し 102,168 千円増加）。 

前々事業年度からの不採算事業の撤退、固定資産の売却等の対策実行及び売上高の増加に伴い、平成 24

年 11 月より借入金の一部の返済を開始し、各事業年度において前事業年度より月額 1,000 

千円返済額を増やしてきております。 

テクニカルスタッフ派遣事業及び受託開発事業においては、当事業年度前半は前事業年度に引続いて通

信関係（無線基地局、LTE サービス等）のプログラム開発や評価作業の受注が増加し、後半では、電力会

社のスマートメータ関係の開発や防衛電子機器の電子回路設計作業の受注が増加し、両事業合計の売上高

は前事業年度比 115.2％となりました。 

自社ブランド製品事業及び健康事業に関しては、前述とおり中核事業を集中強化したことにより、売上

高は合計で前事業年度比 85.6％と減少しました。 

幼児教育事業は、前事業年度末からふじ幼児園及び湘南保育園の園児数が定員一杯の状況がつづいてお

り、当事業年度においては幼児教育事業として始めて売上高が年間 100 百万円を超え前事業年度比

119.7％となり堅調に推移しております。 

また、退任した役員に対する慰労金 1,000 千円を特別損失として計上しました。 

以上の結果、売上高 752,456 千円（前事業年度比 15.7％増）、営業利益 21,512 千円（前事業年度比 20.9％

増）、経常利益 14,359 千円（前事業年度比 18.5％増）となりました。 

また、特別損失 1,000 千円（前事業年度特別損失 7,088 千円）のため、当期純利益は 12,083 千円（前

事業年度比 235.8％増）となりました。 
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（２）キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ8,285
千円増加し、当事業年度末には32,523千円になりました。当事業年度中におけるキャッシュ・フロ
ーは次のとおりであります。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動では、税引前当期純利益が 13,672 千円の他、減価償却費 38,873 千円、のれんの償却費
7,732 千円により、64,030 千円の資金増加となりました。 

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
   投資活動では、定期預金の預入による支出6,302千円等がありましたが、貸付金回収による収入

5,060千円により5,631千円の資金減少となりました。 

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動では、短期借入金の純減少15,434千円及び、長期借入金の返済による支出17,267千円、長
期未払金の返済による支出17,412千円により結果として50,113千円の資金減少となりました。 
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２２２２    【【【【生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当事業年度における生産実績をセグメント別に示すと、次のとおりです。 
 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 
自社ブランド製品 
（プラネタリウムキット） 

 
432 

 
－ 

自社ブランド製品 
（プラネタリウム投影ドーム） 

 
－ 

 
－ 

自社ブランド製品 
（プラネタリウムキット 

星座線入り） 

 
－ 

 
－ 

自社ブランド製品 
（プラネタリウムキット 

エトワール・プラス） 

 
－ 

  
－ 

自社ブランド製品 
（Talking Photo        
しゃべる写真） 

 
195 

  

 
43.3 

 

合計 627 139.3  

（注）プラネタリウムキット           720個 

プラネタリウムキット（星座線入り）    0個 

      プラネタリウムキット（プラス）         0個 

プラネタリウム投影ドーム          0個 
    Talking Photo              350枚  

 

（２）受注実績 

当事業年度における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりです。  

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

テクニカルスタッフ 
派遣事業 349,090 105.1 350,000 102.9 

受託開発事業 294,333 130.0 250,000 108.7 

自社ブランド製品事業 2,116 99.1 2,200 110.0 

幼児教育事業 106,737 119.7 108,000 120.0 

健康関連事業 178 32.7 200 40.0 

合計 752,456 115.7 710,400 107.2 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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（３） 販売実績 

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

テクニカルスタッフ派遣事業 349,090 105.1 

受託開発事業 294,333 130.0 

自社ブランド製品事業 2,116 99.1 

幼児教育事業 106,737 119.7 

健康関連事業 178 32.7 

合計 752,456 115.7 

（注）1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

2.  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりです。 
 

 （単位：千円） 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

販売高 割合（％） 販売高 割合（％） 
日立情報通信エンジ

ニアリング㈱ 
    109,221      16.8     141,201      18.8 
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３３３３    【【【【対処すべき課題対処すべき課題対処すべき課題対処すべき課題】】】】    

 

（１）現状の認識 

各事業部門について現在次の課題があると認識しております。 

・テクニカルスタッフ派遣事業及び受託開発事業においては、技術力のある人材の確保と技術教

育による全社員の更なる技術力の向上及び営業力の強化が大きな課題です。 

・また、両事業において中核となるリーダーシップを発揮できる人材の育成を急ぐ必要があると

考えております。 

・また、テクニカルスタッフ派遣事業及び受託開発事業に関しては、個人情報や企業の機密情報

を取り扱うため、より厳格な情報管理責任が求められている業種であると認識しております。 

・自社ブランド製品事業においては、早期に人材を再配置して自社製品の改良と新製品開発に着

手することが必要であると考えております。 

・幼児教育事業においては、常に保育士の労働管理の充実や園児の安全の確保が重要な課題と認

識しております。 

・さらに、最近の全国的な待機児童問題に対して、行政に協力し対処することが当面の大きな課

題と考えております。 

 

（２）当面の対処すべき課題の内容 

テクニカルスタッフ派遣事業及び受託開発事業においては、顧客企業の行うシステム開発に対応   

する技術者需要に応えるために、引き続き必要とされる技術要素に対応できる要員確保及び営業力   

の強化が必要です。 

また、人材採用に加え、社員の技術レベル向上のための教育が重要であり、より高レベルの技術   

者を育成するためには、OJT や社内研修のみでなく社内に技術教育の専任者を置き、教育講座を設

け、社員の技術力強化とともにこれを優秀な人材を発掘することにも活かす計画です。 

自社ブランド製品事業においては、前事業年度と同様に全体業績の挽回のために、基幹事業であ

るテクニカルスタッフ派遣事業及び受託開発事業に対して、人的資源の大部分を投入しているため、

営業活動や新製品の開発、現製品の改良等が進んでいない状況でありますが、この分野においても

高レベルの技術者の採用し専任者として開発を促進すること及び営業の組織を早期に再構築する

必要があります。 

幼児教育事業においては、児童や保護者に対してより安全・安心を提供し、また待機児童を受け

入れることができるように湘南保育園の認可保育園化に取り組みます。 

また、平成 26 年末までに認可保育園の運営に必要な体制、運営規則類の整備及び保育士数の確

保が当面対処すべき課題です。 

（３）対処方針 

テクニカルスタッフ派遣事業及び受託開発事業については、前事業年度に引続き、営業活動は、

速やかな意思決定と行動が行えるように本社で統括します。 

各拠点には担当者又は連絡者を置くが、必要に応じて本社から責任者が直接顧客に対応する体制   

にして意思決定と行動を速やかに行える体制に変更し営業力を強化しました。 

人材の確保については、事業所、連絡所を地方の人材採用の拠点として活用してきましたが、各
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地の公的及び民間の人材紹介制度の利用や大学・専門学校との人脈の活用による積極的な人材確保

活動をしてまいります。 

また、前事業年度から総務部門とは別に採用および教育を担当する組織として人材センターを置

き優秀な技術人材の確保と育成に努めております。 

技術教育に関しては、前々事業年度から今後主流になると予想される技術に関する教育講座を開

設しており、これを社員以外にも開放し、社外の人も受講できる仕組みとし、その中から優秀者を

発掘できるようにしております。 

これに加えて、選抜した社員に対してマネージメント能力を育成する特別講座を開設しました。 

さらに、高度の専門技術を持つ社員を講師として先端技術が習得できる講座も設けております。 

自社ブランド製品事業については、当事業年度後半から専任の営業組織及び開発要員を置きまし

た。 

幼児教育事業については、保育園認可化のための特別体制をとり保育園認可推進室を設置して、

神奈川県庁及び設置場所の神奈川県寒川町と協議を開始しました。 

 

（４）具体的な取組み状況 

ア．優秀な人材の確保と教育 

受託開発及びテクニカルスタッフ派遣事業を主な事業とする当社にとって人材確保は最重     

要課題です。 

他社との競合において少しでも技術力の高い人材を確保する必要があります。また、自社ブ

ランド製品の開発においても同様で、優秀な人材を確保することが、技術革新を行う上で必要

であると考えております。 

優秀な人材を確保するために、全国の大学、専門学校のほか、各拠点の公的職業紹介機関の

活用及び全国の公的な職業訓練校を活用してから優れた人材を選抜しております。 

また、優秀な人材を獲得するために、前期から手当を優遇する特待者の採用も行っておりま

す。 

さらには、技術力の向上と人材発掘のために、前述のように社内教育講座も活用しておりま

す。 

イ．各事業所の営業力強化 

  景気の低迷と震災の影響を受け仙台、新潟、浜松及び四国の各連絡所を一時閉鎖しましたが、

当事業年度には仙台連絡所担当を置きました。今後は名古屋など企業活動の活発な地域周辺か

ら再び拠点を設置し受注活動と人材確保を進めます。 

各拠点については、経費節減および意思決定を速めるために、本社が直轄し、本社の責任者 

が必要に応じて直接顧客と接する体制として、顧客への迅速な対応を取っております。 

ウ．情報管理体制の構築 

当社が取り扱う、個人情報及び顧客企業の情報は個人情報保護法に基づき個人情報保護規程     

で管理しており、全社員を対象に情報管理に関する自己監査を年間 2 回実施しております。 

   エ．営業推進部の設置 

自社ブランド製品事業については、自社ブランド製品の営業の中心になる営業推進部を設け

営業の強化に取り組んでおります。 
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   オ．湘南保育園認可化推進 

      平成 25 年 10 月に神奈川県に認可化計画を提出し承認され、県及び町と事前協議を開始し     

ました。 

      また、保育園認可推進室には教育界での経験が豊富な専門家を採用し、保育園運営に必要な

体制、規則類の整備を推進しております。 

さらに、保育士確保のためのプロジェクトを発足させ、近隣地区に加え、事業所所在地を中

心に全国からの募集を進めております。 

 

４４４４    【事業等のリスク】【事業等のリスク】【事業等のリスク】【事業等のリスク】    

以下には、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載し

ております。また、事業上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと見られる事項

を含め、投資家の投資判断上重要と考えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開

示の観点から積極的に開示しております。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、

その発生の予防及び発生の際の対応に努力する方針ですが、本株式に関する投資判断は、本項目

以外の記載内容もあわせて以下の記載事項を慎重に検討の上、行われる必要があると考えられま

す。なお、本文における状況に関する事項は、当該事業年度末時点において入手可能な情報から

得られた当社の経営判断や予測に基づくものです。 

 

（１）事業内容について 

① 設立の経緯 

当社は、平成３年１月 10 日に資本金 21,000 千円で設立し、当初はテクニカルスタッフ派

遣事業と並行して自社で塗装剥離ロボット、漏水検出装置などの開発を行っていましたが、

顧客のニーズの変化に対応してソフトウェアを中心とする技術者派遣及び受託開発事業に

比重を移しました。平成 17 年９月にグリーンシートへ銘柄登録・株式公開をし、資本金を

80,500 千円としました。また平成 19 年６月には、ふじ幼児園を組み入れて幼児教育事業を

開始しております。 

       平成 21 年４月には湘南保育園を組入れ、同年 12 月には横浜市都筑区に第２湘南保育園を

開園し、幼児教育事業の一層の強化を図りましたが、第２湘南保育園については、周辺地域

で保育園数過剰の状況となり、業績不振が続き平成 22 年 12 月に他社へ譲渡しました。 

また、幼児教育事業に続く事業基盤の確立を目指して新事業として平成 20 年度に自社ブ

ランド部、平成 21 年度に不動産賃貸部門、平成 22 年度には健康関連事業部門を設置しまし

たが、景気低迷及び震災の影響を受けた業績が低迷からの回復対策として、平成 23 年７月

に健康関連事業部門の横浜桜木町駅前の店舗を閉店し、同部門は自社ブランド製品事業部門

に統合しました。 

また平成 23 年９月に賃貸マンションを売却して不動産賃貸部門の事業を停止しました。 

さらに、平成 24 年 12 月に、長野県飯田市に所有していた事業用地を売却しました。 

以上により、現在は経営資源を主力であるテクニカルスタッフ派遣事業及び受託開発事業

と自社ブランド製品事業に集中し業績の早期回復に努めております。 

平成 23 年２月に公募増資により資本金を 91,248 千円に増資しました。 
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近年の保育園不足と待機児童対策のために、保育園の拡大を検討しておりましたが、平成

25 年度前半に当社の湘南保育園が所在する神奈川県の寒川町から認可園化と定員増の要請

があり、同年 10 月に神奈川県庁へ計画書を提出し平成 27 年 4 月の開園を目指して準備に着

手しております。 

 

② 自社ブランド製品事業拡大 

当社設立直後にはハードウェアの開発（塗装剥離ロボット、漏水検出装置など）を行って

きた経緯がありましたが、当社代表取締役林 正幸の保育園経営ノウハウを活かし、自社ブ

ランド製品として「保育園支援システム」の開発に取り組んでまいりました。その後、保育

園支援システムの応用品として、入退場管理システムを開発・納入しました。 

自社ブランド製品事業においては、教育用教材としてプラネタリウム製作キット及びプラ

ネタリウム用のドーム製作キット「エトワール」の製造並びに販売を行っており、平成 19

年１月に独立行政法人理化学研究所の支援を得て、プラネタリウム製作キットの製造・販売

を開始し、平成 20 年 12 月に星座線入りプラネタリウム製作キット、平成 21 年 12 月には新

型プラネタリウム製作キット「エトワール プラス１」の製造・販売を開始しました。 

  しゃべる写真「Talking Photo」は平成 20 年に独自で開発を開始し、平成 22 年 1 月に神

奈川産業振興センターのビジネス可能性評価に入選し、神奈川県の支援を頂きテクニカルシ

ョウヨコハマ 2010、韓国での国際展示会（平成 22 年 9 月及び平成 23 年２月）に出展し販

売の促進に努めてきました。 

 この結果、産婦人科病院や幼稚園などのまとまった需要が出てきていますが、原価の更

なる低減とより販売量の拡大が課題であると考えております。 

 また、前事業年度までは、基幹事業である受託開発及びテクニカルスタッフ派遣事業の

回復に全経営資源を集中させたために、自社ブランド製品の開発及び営業が停滞しました

が、全体業績の回復に合わせて、開発および営業の体制を整備し、この分野の業績を挽回

に着手しました。 

<開発実績>                   ＜開発費＞ 

平成 15 年３月期 保育園支援システム        13,127 千円 

平成 16 年３月期 同システム機能追加        3,949 千円 

平成 16 年３月期 シフト勤務作成ソフト       2,197 千円 

平成 17 年３月期 保育園支援システムソフト改造   3,250 千円 

平成 18 年３月期 保育園支援システムソフト改造   3,068 千円 

平成 19 年３月期 保育園支援システムソフト改造   1,404 千円 

平成 19 年３月期 プラネタリウム製作キット     3,545 千円 

平成 20 年３月期 保育園支援システムソフト改造   1,622 千円 

平成 20 年３月期 プラネタリウム製作キット     3,050 千円 

平成 20 年３月期 ドーム製作キット         2,180 千円 

平成 20 年３月期 ＤＮＡ模型キット          762 千円 

平成 21 年３月期 プラネタリウム製作キット     6,235 千円 

平成 21 年３月期 Talking Photo           1,417 千円 
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平成 22 年３月期プラネタリウム製作キット      5,971 千円 

平成 22 年３月期 Talking Photo           14,477 千円 

平成 23 年３月期 Talking Photo                      1,344 千円 

平成 24 年３月期 保育園支援システムソフト改造   35,121 千円 

平成 25 年３月期 保育園支援システムソフト改造   10,628 千円 

合計                                    113,347 千円 
 

<販売実績> 

平成 15 年３月期 保育園支援システム       2,415 千円 

平成 17 年３月期 入退場管理システム       1,000 千円 

平成 18 年３月期 入退場管理システム         780 千円 

平成 19 年３月期 保育園支援システム         867 千円 

平成 19 年３月期 プラネタリウム製作キット      274 千円 

平成 20 年３月期 プラネタリウム製作キット    1,947 千円 

平成 20 年３月期 ドーム製作キット          512 千円 

平成 21 年３月期  プラネタリウム製作キット     2,105 千円 

平成 21 年３月期 ドーム製作キット          280 千円 

平成 22 年３月期 プラネタリウム製作キット     4,430 千円 

平成 22 年３月期 Talking Photo          2,763 千円 

平成 23 年３月期 プラネタリウム製作キット     2,604 千円 

平成 23 年３月期 Talking Photo          2,247 千円 

平成 24 年３月期 プラネタリウム製作キット    1,947 千円 

平成 24 年３月期 Talking Photo           877 千円 

  平成 25 年３月期  プラネタリウム製作キット    1,105 千円 

  平成 25 年３月期  Talking Photo          1,030 千円 

平成 26 年３月期  プラネタリウム製作キット    1,191 千円 

  平成 26 年３月期  Talking Photo            924 千円  

       合計                                    29,300 千円 
 

最近は、全国的な待機児童対策のために保育園の新設、拡大が行われており保育園支援シ

ステムの市場拡大の可能性は大きいと考えます。保育園支援システムは、個別機能としての

競合品はありますが、当システムは、実際の保育ノウハウを導入した統合システムであるこ

とと、音声認識によるオペレーションレスのシステムを開発したことにより、他社の参入は

容易ではないと考えます。 

また、個別機能としての競合品とほぼ同一価格で設定されているため、価格での優位性も

あると考えられます。 

さらに、湘南保育園の認可園移行計画に合わせて、認可保育園や大規模園に適合する新シ 

ステムの開発を計画しております。 

計画どおり販売実績が増加しない場合には当社の収益に影響を与える可能性があります。

今後は、製品の特徴を顧客に認識して頂くように販売戦略の見直し等にて受注獲得に努め 
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てまいります。 
 

（２） 特定取引先への依存度 
当事業年度は、前事業年度に引続いて日立情報通信エンジニアリング株式会社からの評価作業

関係の受注が増加し、売上割合は 18.8％となり、相手先別の販売実績は 3 年連続で１位になり
ました。 

また、上記を含めて日立グループの各企業合計の売上割合は 22.8％となっております。 
２位の株式会社エヌ・メルクス（同 7.4％）及び３位の富士ソフト株式会社（売上割合 6.3％）

を含めて 3 社は、過去 6 年間で毎年上位に入っており、安定した顧客になっております。 
当事業年度においては、TDIプロダクトソリューション株式会社からの通信（携帯基地局）及

び電力（スマートメータ）関係のプログラム開発受注が増加し、また前事業年度から続いている
日本システムウェア株式会社からの通信関係のプログラム開発の受注がほぼ同額になっており、
それぞれ４位（5.7％）及び 5位（5.7％）になっております。 

また年間 20百万円以上を受注している顧客が合計 10 社になりました。（全事業年度は 8 社）
これら 10 当社の最重要顧客と位置付け、一層のサービスの顧客満足度アップに努めてまいり 

ます。 
新規顧客確保のために、営業力を全社的なバックアップ体制のもとにさらに強化し、全国各所

に新たな拠点を設け、幅広い業種の企業へのサービスを展開していく予定ですが、計画どおり遂
行できなかった場合に、当社の収益に影響を与える可能性があります。 

 
（３） 知的財産権等について 

当社は、知的財産権等に対して注力しておりますが、知的財産権等が予定どおり取得できなか
った場合に、当社の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 
前々事業年度は、Talking Photo に関する特許を国内及び韓国へ各１件出願しました。 

 
（４）組織及び役員に関する事項 
① 特定人物への依存 

当社の事業は、代表取締役林 正幸の経営能力、技術力、発想、信頼関係、人的ネットワーク
に大きく依存しております。特に当社の自社ブランドの保育園支援システムは、代表取締役林 
正幸の技術力・開発力・ノウハウに大きく依存しております。 
今後、当社は組織体制を整備し、組織的経営を目指す方針ですが、事業展開が軌道に乗る前に

代表取締役林 正幸が退任等の理由により経営から退いた場合、当社の今後の事業展開に多大な
影響を及ぼす可能性があります。 
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② 役員の兼務状況 

取締役及び監査役の兼務状況は次のとおりです。 

 

区分 氏名 兼務する他の会社名 兼務の内容 備考 

取締役 
林 正幸 

有限会社はやしホールディングス 取締役 同左社は、林 正幸の財産
保全会社です。 

特定非営利活動法人科学探検隊 理事長 

当社は同左法人に対して
は、ＮＰＯ活動への協力と
して年間104,330円の寄付
をしています。また同左法
人が扱った当社の理科教材
の売り上げの10％を当社か
ら寄付しております。 

土屋 侯保 大正大学 招聘教授 同左大学とは一切取引関係
はありません。 

監査役 
足立 修一 

有限会社ジュウコー 取締役 同左社とは一切取引関係は
ありません。 

特定非営利活動法人科学探検隊 理事 

当社は同左法人に対して
は、ＮＰＯ活動への協力と
して年間104,330円の寄付
をしています。また同左法
人が扱った当社の理科教材
の売り上げの10％を当社か
ら寄付しております。 

関川 武司 洋エンジニアリング株式会社 取締役 同左社とは一切取引関係は
ありません。 

 

③ 関連当事者との取引 

当事業年度における関連当事者と会社間の取引は次のとおりです。 

 

氏名・役職・会社等

の名称 

取引内容 取引金額（千円） 摘要 

林 正幸 
金融機関借入債務保証 

経費等の支払 

351,232 

429 

債務保証について保証料は支

払っておりません。 
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④ 従業員の短い在籍年数 
この業界の平均在籍年数は 2～3 年であるといわれておりますが、当社の平均在籍年数は平成

25 年度は 3 年 8 カ月となっております。在籍年数が短いと高付加価値業務の提供ができない原
因となるため、当社は、今後、在籍年数をさらに永くするための社内教育などの諸施策を実施す
る予定ですが、計画どおりいかない場合には、当社の事業展開に影響を与える可能性があります。 

 
⑤  内部管理体制及び小規模組織について 

            当社は、取締役４名、監査役３名、従業員 143 名（平成 26 年 3 月 31 日時点）の小規模な組織
で、内部管理体制もこのような組織の規模に応じたものとなっております。当社では、今後の事
業展開にあわせて人員の増強を図り、併せて内部管理体制の強化も実施する予定でおります。 

 
（５）財務に関する事項 

債務に対する役員の個人保証 
    当社は、平成 26 年 3 月 31 日現在、金融機関借入金の一部 351,232 千円に対して代表取締役林  
正幸が債務保証をしております。 

なお、被債務保証に対しての保証料の支払は行っておりません。 

 

（６）当社株式に関して 
株式の流通について 
当社の株式は日本証券業協会が定めるグリーンシート銘柄（オーディナリー区分）として指定を受

けております。 
グリーンシート銘柄は、金融商品取引所上場銘柄と比較すると流動性が低く、株価が激しく変動す

る可能性があるほか、売却する場合に長期間を要する可能性があります。 
日本証券業協会に取扱会員もしくは準取扱会員として届けを行っている証券会社（以下取扱証券会

社）によって取扱いが行われるため、取扱証券会社数が増加すれば当社株式の流通性が高まる可能性
がありますが、一方、全ての取扱証券会社が取扱いを廃止した場合には流通性は失われることになり
ます。 

また、取扱証券会社各社において、取引停止、取引廃止その他の取扱基準が異なる可能性があるた
め、投資に際しては取扱証券会社の取扱基準をあらかじめ確認する必要があります。 
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５５５５    【【【【経営上の重要な契約等経営上の重要な契約等経営上の重要な契約等経営上の重要な契約等】】】】    
本社ビル及び土地 

     

相手方の名称 契約品目 契約内容 
契約金額 
（千円） 

未払金額 
（千円） 契約期間 

大和高度化事業 
協同組合 

土地代金 土地・建物売買予約
並びに使用貸借契
約 

96,071 24,394 
平成 10 年９月 28日から 
平成 29 年 11 月 30日まで 

建物代金 98,206 28,330 

  （注）これらの代金は分割払で、所有権移転は予約期間が満了し、かつ、売買代金の支払がなされて
からになります。なお、未払金額は平成 26 年 3 月 31 日現在の金額です。 

 
６６６６    【【【【研究開発活動研究開発活動研究開発活動研究開発活動】】】】    

しゃべる写真「Talking Photo」及びプラネタリウム作成キット 
 前事業年度に続いて当事業年度は、基幹事業であるソフトウェアの受託開発及びテクニカルスタ
ッフ派遣事業の業績回復に注力するために、しゃべる写真及びプラネタリウム作成キットに関して
は一部の改良を除いては研究開発を一時中断しましたが、次年度からは組織を再編し再開する計画
です。 
 

   保育園支援システム「いくほちゃん」の機能アップ 
    原型となったシステムの開発着手から約 9 年が経ち、平成 23 年度及び平成 24 年度において全面

的な機能の見直と改修を行いました。 
 次年度からは、湘南保育園が認可保育園に移行することに合わせて、認可保育園の運営に適合す
るシステムへ改良する計画です。 
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７７７７    【財政状態、経営成績及び【財政状態、経営成績及び【財政状態、経営成績及び【財政状態、経営成績及びキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・フローの状況の分析】・フローの状況の分析】・フローの状況の分析】・フローの状況の分析】    

（１）財政状態の分析 

（流動資産） 
当事業年度末における流動資産の残高は 163,392 千円（前事業年度末は 155,229 千円）とな

り、8,162 千円増加しました。これは、主に、現金及び預金の残高が 14,587 千円増加し、営業
未収入金が 4,515 千円増加したことによるものです。 

   （固定資産） 
当事業年度における固定資産の残高は376,108千円（前事業年度末は410,646千円）となり、

34,538 千円減少しました。これは、主にソフトウェア償却 29,709 千円、のれん償却 7,732 千
円によるものです。 

   （流動負債） 
当事業年度末における流動負債の残高は 226,145 千円（前事業年度末は 224,113 千円）とな

り、2,032 千円増加しました。これは、主に、売上の増加に伴う、未払消費税等 2,303 千円に
よるものです。 

（固定負債） 
当事業年度末における固定負債の残高は 255,220 千円（前事業年度末は 295,711 千円）とな

り、40,491 千円減少しました。これは、主に、長期借入金が 25,607 千円減少したことなどに
よるものです。 

（純資産） 
当事業年度末における純資産の残高は 58,134 千円（前事業年度末は 46,050 千円）となり、

12,083 千円増加しました。これは当期純利益 12,083 千円の計上によるものです。 
 

（２）キャッシュ・フローの分析 

   １【業績等の概要】（２）キャッシュ･フローの状況をご参照ください。  

    

    

    

（３）経営成績の分析 

            １【業績等の概要】（１）業績をご参照ください。 
 

 

（４）セグメント別売上の推移 
                                    （単位：千円） 

セグメント 平成 24 年 3 月期 平成25年 3月期 平成 26年 3月期 

テクニカルスタッフ派遣事業 248,486 332,032 349,090 

受託開発事業 214,315 226,381 294,333 

自社ブランド製品事業 2,824 2,136 2,116 

幼児教育事業 78,499 89,192 106,737 

不動産賃貸事業 3,463 － － 

健康関連事業 2,439 545 178 

合 計 550,029 650,288 752,456 
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第３ 【設備の状況】 
 

１１１１    【【【【設備投資等の概要設備投資等の概要設備投資等の概要設備投資等の概要】】】】    

当事業年度において、幼児教育事業部ふじ幼児園の教室床改修したことにより建物（附属設備）

1,483 千円、遊具設置により構築物 3,159 千円、園児送迎用バスの更新により車両運搬具 2,464 千

円、湘南保育園の内装設備の設置等により工具、器具及び備品 994 千円が増加しました。 
    
２２２２    【【【【主要な設備の状況主要な設備の状況主要な設備の状況主要な設備の状況】】】】    
 

(平成26年3月31日現在) 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の 
名称 設備の内容 

帳簿価額(千円) 従業員
数 

(名) 建物 構築物 車両運搬具 工具、器具 
及び備品 

土地 
(面積㎡) 合計 

本社 
(神奈川県大和市) 

システム 
事業本部／ 

経営管理本部 
本社機能 48,369 － 395 847 96,071 

(514.10) 145,682 81 

札幌事業所 
(北海道札幌市中央区) 

システム 
事業部 事務業務 1,586 － － － － 1,586 25 

名古屋事業所 
(愛知県名古屋市北区) 

システム 
事業部 事務業務 － － － 57 

 
   －  57 17 

福岡連絡所 
(福岡県福岡市博多区) 

システム 
事業部 事務業務 － － － 155 

 
－  155 9 

ふじ幼児園 
（神奈川県高座郡寒川町） 

幼児教育事
業部 保育業務 41,894 3,396 2,702 1,345 － 49,338 17 

湘南保育園 
（神奈川県高座郡寒川町） 

幼児教育事
業部 保育業務 2,276 1,835 － 314 － 4,426 8 

エクシブ初島 
（静岡県熱海市） － 保養施設 1,297 － － － － 

(―) 1,297 － 

 

 (注)   １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  2 上記の従業員数は、パートタイマー合計14名を含んでいます。 

3 上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 
 
 

事業所名 
(所在地) 事業部門の名称 設備の内容 年間賃借料又は 

リース金額(千円) 
リース契約残高 

(千円) 

 
本社 

（神奈川県大和市） 
 

システム事業部／ 
経営管理本部 駐車場 168 － 

システム事業部／ 
経営管理本部 器具備品 258 852 

名古屋事業所 
（愛知県名古屋市北区） システム事業部 事務所 878 － 

福岡連絡所 
（福岡県福岡市博多区） システム事業部 事務所 625 － 

ふじ幼児園 
（神奈川県高座郡寒川町） 

幼児教育事業部 土地 8,496 － 

幼児教育事業部 器具備品 361 1,119 

湘南保育園 
（神奈川県高座郡寒川町） 幼児教育事業部 土地 2,080 － 
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３３３３    【【【【設備の新設、除却等の計画設備の新設、除却等の計画設備の新設、除却等の計画設備の新設、除却等の計画】】】】    

（１） 重要な設備の新設等 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の 
名称 設備の内容 

投資予定額(千円) 
資金調達方法 着手年月 完了予定 

年月 
完成後の 
増加能力 

総額 既支払額 

湘南保育園 
（神奈川県
高座郡寒川
町） 

幼児教育事
業部 

新園舎内装一
式 60,000  

神奈川県及び寒
川町補助金、静
岡銀行 

平成26年
4月 

平成27年
3月 － 

 

（２） 重要な設備の除却等 
 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１１１１    【【【【株式等の状況株式等の状況株式等の状況株式等の状況】】】】    
（１）【株式の総数等】 
① 【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式         26,200 

計         26,200 

 
② 【発行済株式】 

種類 
事業年度末現在 

発行数(株) 
(平成26年 3月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年 6月20日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 7,658株 7,658株 非上場・非登録 単元株制度を採用しておりません。 

計 7,658株 7,658株 ― ― 
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（２）【新株予約権等の状況】 

 新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成17年6月23日) 

 事業年度末現在 
(平成25年 3月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成25年 5月31日) 

新株予約権の数(個) 600  同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 600 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円)    50,000 (注)1 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年 7月 2日～ 
平成27年 6月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  50,000 
資本組入額 25,000 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)2 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡制限はありません。 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項 － － 

 

（注） 

１．新株予約権 1個当たりの払込をなすべき金額は、1 株当たりの払込価額（以下、行使価額と

する。）に新株予約権 1 個につき割当てられる株式数を乗じた金額とし、発行当初は金 5 万

円とする。また、1 株当たりの行使価額は、金 5万円とする。なお、当社が時価を下回る価

額で新株の発行又は自己株式の処分をするとき（新株予約権の行使の場合を除く。）は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生じる 1 円未満の端数は切り上げる。 

 
調整後行使価額 

 
＝ 

 
調整前行使価額 

 
×

既発行株式数 ＋ 
新株発行又は×１株当たり払込 

  処分株式数  金額又は処分価額 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式

数を控除した数とする。また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額

を調整し、1 円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １ 
分割・併合の比率 

さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場合、又

は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

２．権利行使の条件は以下のとおりであります。 

① 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要

する。 
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② 新株予約権発行時において当社取締役及び従業員並びに監査役であった者は、新株予約

権行使時においても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員或いは監査

役であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のあ

る場合はこの限りでない。 

３．新株予約権の消却事由及び消却条件は以下のとおりであります。 

① 会社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換に

ついての株式交換契約書又は株式移転の議案についての株主総会の承認決議がなされ

たときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

② 前号に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場合、及

び新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は新株予約権を無

償で消却することができる。 

４．新株予約権の行使価格は、株式分割後の当社株価を反映して設定しております。 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 

(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 

(千円) 

平成23年2月10日 (注) 312 7,658 6,240 91,248 6,240 25,748 

 

（注） 公募増資 発行価格 12,480,000 円 資本組入額 6,240,000 円 
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（６）【所有者別状況】 

平成26年3月31日現在 

区分 

株式の状況 
単元未満株式

の状況 
(株) 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 金融商品
取引業者 

その他の
法人 

外国法人等 個人 
その他 計 

個人以外 個人 

株主数(人) ― ― ― 3 ― ― 88 91 ― 

所有株式数 
(株) ― ― ― 298 ― ― 7360 7,658 ― 

所有株式数 
の割合(％) ― ― ― 3.9 ― ― 96.1 100.0 ― 

 

（７）【大株主の状況】 

                                                      平成26年3月31日現在 

氏名又は名称 住  所 
所有株
式数 

（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

 
林  正幸 
 

 
神奈川県大和市 
 

 
3,098 

 
40.5 

 
林  勇一 
 

 
愛知県名古屋市北区 

 
925 

 
12.1 

 
林  栄 
 

 
神奈川県大和市 

 
565 

 
7.4 

 
林  徹也 
 

 
神奈川県大和市 

 
245 

 
3.2 

 
中村 陽一 
 

 
神奈川県横浜市戸塚区 

 
203 

 
2.7 

 
有限会社はやしホールディングス 
 

 
神奈川県大和市福田 3610-7 

 
200 

 
2.6 

 
林  康代 
 

 
愛知県名古屋市北区 

 
200 

 
2.6 

 
谷口 光 
 

 
神奈川県横浜市泉区 

 
177 

 
2.3 

 
林  淳子 
 

 
愛知県名古屋市北区 

 
150 

 
1.9 

 
加藤 玲子 
 

 
愛知県名古屋市北区 

  
150 

 
1.9 

 
  計 

  
5,913 

 

  
77.2 
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（８）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成26年 3月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － －    － 

議決権制限株式(自己株式等) － －    － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) － －    － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,658 7,658 － 

単元未満株式 － －    － 

発行済株式総数 7,658 －    － 

総株主の議決権 － 7,658 － 

 
② 【自己株式等】 

平成26年 3月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 
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（９）【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 
   当該制度は、旧商法第 280条ノ 21 の規定に基づき、平成 18 年４月７日取締役会終結時に在任する

取締役並びに取締役会において認められた同日に在籍する従業員及び監査役に対して新株予約権を
発行することを平成 18 年４月７日取締役会にて決議されたものであります。さらに、その後の退任・
退職に伴い平成 21 年 3 月 13 日の取締役会において変更の決議がされたものです。 

   当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 

決議年月日 平成18年 4月7日、平成21年3月13日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役4名、監査役1名及び従業員16名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 600 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 50,000（注1） 

新株予約権の行使期間 平成19年 7月2日～平成27年 6月30日 

新株予約権の行使の条件 （注2） 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡制限はありません。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 － 

 

（注） 
１．新株予約権 1個当たりの払込をなすべき金額は、1 株当たりの払込価額（以下、行使価額と

する。）に新株予約権 1 個につき割当てられる株式数を乗じた金額とし、発行当初は金 5 万
円とする。また、1 株当たりの行使価額は、金 5万円とする。なお、当社が時価を下回る価
額で新株の発行又は自己株式の処分をするとき（新株予約権の行使の場合を除く。）は、次
の算式により行使価額を調整し、調整により生じる 1 円未満の端数は切り上げる。 

 
調整後行使価額 

 
＝ 

 
調整前行使価額 

 
×

既発行株式数 ＋ 
新株発行又は×１株当たり払込 

  処分株式数  金額又は処分価額 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数 
上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式
数を控除した数とする。また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額
を調整し、1 円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場合、又
は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

２．権利行使の条件は以下のとおりであります。 
① 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要す

る。 
② 新株予約権発行時において当社取締役及び従業員並びに監査役であった者は、新株予約権

行使時においても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員或いは監査役で
あることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合
はこの限りでない。 

３．新株予約権の消却事由及び消却条件は以下のとおりであります。 
① 会社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換につ
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いての株式交換契約書又は株式移転の議案についての株主総会の承認決議がなされたと
きは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

② 前号に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場合、及び
新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は新株予約権を無償で
消却することができる。 

４．新株予約権の行使価格は、株式分割後の当社株価を反映して設定しております。 

   

（10）【従業員株式所有制度の内容】 

     該当事項はありません。 

 

２２２２    【【【【自己株式の取得等の状況自己株式の取得等の状況自己株式の取得等の状況自己株式の取得等の状況】】】】    

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

 

３３３３    【【【【配当政策配当政策配当政策配当政策】】】】    
    当社は株主に対する利益還元を内部留保と同様に経営の重要な課題と位置付けており、第 19 期

は 1 株 100 円の配当を行いましたが、その後の業績悪化のため無敗が続いていました。 
    当事業年度は、当期純利益は 12,083 千円となりましたが、また前事業年度からの累積では未だ

赤字の状態であり配当を見送ることとしました。 
来期は業績の回復に努め、株主に報いるための配当ができるよう頑張る所存です。 

    当社の剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年 2 回を基本的な方針としております。配当の決
定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会です。 
 なお、「取締役会の決議によって毎年 9 月 30 日を基準日として中間配当をすることができる。」
旨を定款に定めております。 
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４４４４    【【【【株価の推移株価の推移株価の推移株価の推移】】】】    

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 

最高(円) 31,000 － － － － 

最低(円) 31,000 － － － － 

 
(注) １ 最高・最低株価は、「グリーンシート銘柄及びフェニックス銘柄に関する規則」に基づくグリーンシー

ト銘柄としての売買価格であります。 
２ 平成23年3月期から平成26年3月期については実績がないため記載しておりません。 

 
☆（２）【最近６ヶ月間の月別最高・最低株価】 

      取引実績がないため、該当事項はありません。
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５５５５ 【【【【役員の状況役員の状況役員の状況役員の状況】】】】 
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式
数(株) 

代表取締役 － 林 正幸 昭和14年1月10日 

昭和37年 4月 ㈱日立製作所 入社 

(注)3 3,098 

昭和51年12月 日本正栄㈱を設立 
代表取締役に就任 

昭和60年 4月 ふじ幼児園 理事長就任 

昭和61年 4月 ㈱日立アドバンストシステムズ  
転属 

平成 3年 1月 当社を設立 
代表取締役に就任（現） 

平成14年 9月 湘南保育園 設立 
理事長就任 

平成17年 1月 有限会社はやしホールディングス 取締
役 就任（現） 

平成17年 7月 特定非営利活動法人科学探検隊  理事
長就任（現） 

常務取締役 経営管理本部 
本部長 谷口 光 昭和21年7月11日 

昭和47年 4月 ㈱日立製作所 入社 

(注)3 177 

昭和51年12月 日本正栄㈱ 取締役 就任 

平成13年 2月 ㈱日立アドバンストシステムズ転属 

平成15年 5月 当社監査役 就任 
平成17年 6月 当社取締役 就任 
平成20年 2月 当社常務取締役 就任（現） 

取締役 
システム 
事業部 

副事業部長 
河野 広之 昭和29年10月7日 

昭和52年 4月 
平成13年 6月 
平成18年 6月 
平成21年 8月 

 
平成22年 6月 

泰栄商工㈱入社 
㈱泰栄製作所 代表取締役就任 
泰栄商工㈱ 取締役就任 
当社入社 
システム事業本部西日本事業部長 
当社取締役就任（現） 

 
 
 

(注)3   25 

小計 
3,300 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式

数(株) 

社外 
取締役 

 
－ 

土屋 侯保 
(注)1 

 
昭和21年3月3日 

昭和46年4月 ㈲ヴァン・ツチヤ代表取締役 

 (注)3 - 
昭和62年4月 大和市 市議会議員 
平成 7年4月 大和市 市長 
平成14年4月 大正大学招聘教授（現） 
平成20年6月 当社社外取締役（現） 

社外 
監査役 

 
－ 

関川 武司 
(注)2 

 
昭和17年5月28日 

昭和41年 3月 海上自衛隊 入隊 

 (注)4 10 
平成 9年12月 ㈱日立製作所 嘱託社員 
平成17年 6月 当社社外監査役 就任（現） 
平成18年10月 洋エンジニアリング㈱ 

取締役 就任（現） 

 
社外 

監査役 

 
－ 

 
足立 修一 

(注)2 

 
昭和12年1月17日 

昭和30年 4月 田辺工業㈱ 相模工場 入社 

 (注)4 96 

昭和44年 7月 マブチ建設㈱入社 
梱包事業部開発室勤務 

昭和51年 8月 ㈱足立製作所設立 
代表取締役就任 

平成元年 7月 マブチ製作所（自営）設立 
代表に就任 

平成 8年 1月 ㈲ジュウコー設立 
代表取締役 就任（現） 

平成17年 7月 
 

平成20年 2月 
平成22年 6月 

特定非営利活動法人科学探検隊 理事就
任（現） 
当社社外取締役 就任 
当社社外監査役 就任(現) 

 
社外 

監査役 

 
－ 

 
臼井 生郎 

(注)2 
 

昭和14年5月11日 

昭和37年 4月 
平成 3年 5月 
平成21年 8月 

㈱日立製作所入社 
㈱日立湘南電子転属 
当社社外監査役就任（現） 

 (注)4 54 

小計        160 

合計   3,460 

（注） 
    １ 取締役 土屋 侯保は、社外取締役です。 
    ２ 監査役 関川 武司、足立 修一及び臼井 生郎は、社外監査役です。 

 ３ 取締役の任期は平成 25年 3月期に係る定時株主総会終結の時から平成 27年 3月期に係る定
時株主総会終結の時までです。 

４ 監査役の任期は平成 26年 3月期に係る定時株主総会終結の時から平成 30年 3月期に係る定
時株総会終結の時までです。 
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６６６６    【コーポレート・ガバナンスの状況等】【コーポレート・ガバナンスの状況等】【コーポレート・ガバナンスの状況等】【コーポレート・ガバナンスの状況等】    

（1）【コーポレート・ガバナンスの状況】 
①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、法令を遵守し、経営の公正化、健全化、透明性を高め、効率的な経営に取り組み、当社

のステークホルダーの中長期的な利益の最大化を実現するために、コーポレート・ガバナンスの充
実は経営上の重要な課題であると認識しており、「会社の利益と社会の利益を一致させる」、「組織
で業務を遂行する」を基本方針とした内部統制基本計画を平成１９年１１月の取締役会において決
議しました。 

 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(a)会社の機関 

〔株主総会〕 
株主総会は、株主が一定の範囲で、会社の意思決定に参加し、ガバナンスに関与できる場

であり、経営者との質疑を通じて会社の状況を理解して頂く場として運営しております。 

〔取締役会〕 
取締役会は、平成 26 年３月 31 日現在は社外取締役 1 名を含めて 4 名の取締役で構成され

ております。会社法に定められた取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法
令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を社内外
の目を通して逐次監督しております。 

〔監査役会〕 
平成 20 年４月１日から監査役会を設置し、監査役３名の体制となっております。 
取締役会への出席や社内の重要な会議へ出席し、会社法で定める取締役の業務執行を監査し

ております。 

〔会計監査人〕 
当社は、公認会計士２名と監査契約を締結しており、監査役とも連携し会計における適正

性を確保しております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、森安理恵氏、池田博
行氏であり、会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士１名です。 

 

(b)経営会議 
当社は、毎週１回取締役及び各事業所長以上が参加し、全国事業所を結んだテレビ会議によ

る経営会議を実施し、各事業所の状態、計画との差異を把握した上でこれらについての方向付
け等の決定事項を社内に公表し、代表取締役の指導で社内全体が共通認識のもとで事業を展開
するようにしております。 

 

(c)内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携 
代表取締役直轄の内部監査人が、内部監査規程に基づき毎期策定する監査計画に従い、計画

的に当社の各部門の業務遂行に対して内部監査を実施しております。代表取締役から指名され
た経営管理本部長が内部監査人となり実施しており、被監査部門に対しては、改善事項の指
摘・指導を行い、監査実施後の改善状況を確認することによって、実効性を確保した内部監査
を行っております。    

また、内部監査人、監査役会、会計監査人は相互に連携し、期末及び各四半期には会計監査
人より監査役会に対して会計状況の説明を受けることにあわせて、内部監査人も臨席し、意見
交換の場を設けております。 

 
(d)社外取締役及び社外監査役と会社との人的関係、資本的関係または取引関係及びその他の利
害関係、人的関係、資本的関係、取引関係及びその他の利害関係はありません。 
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(e)内部統制システムの整備の状況 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制は以下のとおりです。 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 (f)リスク管理体制の整備の状況 
当社は、事業活動全般にわたり発生する可能性のある様々なリスクのうち、経営戦略上の重 

要なリスクに関しては、関連部署と経営管理本部においてリスク分析及びその対応策等の検討を
実施し、また必要に応じて外部の専門家に照会を行ったうえで、経営会議又は取締役会において
当該リスク情報の共有化並びにリスク回避の方策に関する審議並びに決定を行っております。 

また、業務上のリスクに関しては、関連部署と経営管理本部においてリスク分析及びその対応
策等の検討を実施し、また必要に応じて外部専門家に照会を行ったうえで、リスクを最小限に留
める適切な対処を行っております。 

さらに、定期的に実施される内部監査人による内部監査を通じて、様々なリスクを未然に防止
するよう努めるとともに、リスク管理体制の有効性を検証しております。 

株 主 総 会 

取締役会  4 名 
 
取締役  3 名 
社外取締役 1 名 

選任・解任 選任・解任 

産
業

医
、

社
労

士
 

幼児教育事業部 

自社ブランド部 

システム事業部 経営管理本部 

監視 

指示 

監査･助言･指導 

監査 

監査（会計・業務・監査） 

助言・指導 

通報・相談 

代表取締役 

指示 

経営会議 

監査役会  ３名 
 
社外監査役 ３名 

会計監査人 
（公認会計士２名） 

内部監査員 
（経営管理本部長 他） 

連携 

人材センター 
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③ 【役員報酬等の内容】 
    当社の取締役に対する報酬等は総額で 23,648 千円、監査役に対する報酬等は総額で 900 千円 

です。 

役員報酬等の内訳  

（ａ）取締役及び監査役に支払った報酬額（注１，２） 

取締役  5 名   24,993 千円（うち社外取締役 1 名  300 千円） 

監査役  3 名      900 千円（うち社外監査役 3 名   900 千円） 

 
（ｂ）取締役及び監査役に支払った役員賞与 

該当ありません。 

     （注１）報酬限度額 取締役：年額 60,000 千円以内 

               監査役：年額 10,000 千円以内 

     （注２）人数は延人数です。 

④【当社定款において定めている事項】 

  （ａ）取締役の定数及び選任の方法 
      当社の取締役は、３名以上 10 名以内とする旨を定款に定めております。なお、取締役の選

任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、
その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

（ｂ）株主総会の特別決議要件 
     当社は、会社法第 309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に
当たる多数を持って行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定
数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。 

 
（2）【監査報酬の内容等】 

 
①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

前事業年度 当事業年度 

監査証明業務に基づく
報酬（千円） 

非監査業務に基づく 
報酬（千円） 

監査証明業務に基づく
報酬（千円） 

非監査業務に基づく 
報酬（千円） 

3,500 － 3,125 － 

 
   ② 【その他重要な報酬の内容】 
      前事業年度 
      該当事項はありません。 

当事業年度 
該当事項はありません。 
 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査報酬の内容】 
      前事業年度 
      該当事項はありません。 

当事業年度 
該当事項はありません。 

 

④ 【監査報酬の決定方針】    

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案した上で定めております。 
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第５ 【経理の状況】 

１１１１    【計算書類【計算書類【計算書類【計算書類等等等等】】】】    

 
１  当社の第 24 期(平成 25 年 4 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日まで)の貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書、個別注記表及び附属明細書については、会社計算規則(平成 18 年２月７日 法務省令
第 13 号)に基づいて作成しております。(以下、第 24 期の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書、個別注記表及び附属明細書を「計算書類等」と表現しております。) 計算書類等その他の事項
の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。なお、積極的な情報開示の観点か
ら、一部については金融商品取引法に基づいた形式での開示を行っております。 

  
２  当社は、第 24 期（平成 25 年 4 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日まで）の計算書類等については、会社

法第 436条第２項第１号の規定に準じて、公認会計士 森安理恵氏及び公認会計士 池田博行氏により
監査を受けております。 
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（１）【貸借対照表】 
 

  第23期 
(平成25年3月31日現在) 

第24期 
(平成26年3月31日現在) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％) 

        

(資産の部)        

流動資産   155,229 27.4  163,392 30.3 

現金及び預金   41,638   56,226  

営業未収入金   88,476   92,991  

未収入金   8,373   5,967  

商品及び製品   3,577   2,637  

原材料及び貯蔵品   987   1,393  

前払費用   1,549   1,967  

短期貸付金   5,000   －  

預け金   5,789   2,489  

その他   417   155  

貸倒引当金   △581   △436  

固定資産   410,646 72.6  376,108 69.7 

有形固定資産   202,910 35.9  203,299 37.7 

建物 ※1,2  99,131   95,424  

構築物 ※1,2  2,631   5,231  

車両運搬具 ※1,2  2,161   3,097  

工具、器具及び備品 ※1,2  2,914   2,719  

土地 ※2,3  96,071   96,071  

建設仮勘定   －   756  

無形固定資産   123,379 21.8  86,195 16.0 

ソフトウェア   101,452   72,011  

のれん   21,542   13,810  

その他   383   373  

投資その他の資産   84,356 14.9  86,612 16.0 

出資金   32,339   32,339  

長期貸付金   7,190   7,130  

長期未収入金   6,748   6,748  

長期前払費用   23,788   23,522  

保険積立金   17,764   18,620  

長期預け金   2,401   4,139  

その他   4,238   4,227  

貸倒引当金   △10,114   △10,114  

資産合計   565,875 100.0  539,500 100.0 
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  第23期 

(平成25年3月31日現在) 
第24期 

(平成26年3月31日現在) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％) 

        

(負債の部)        

流動負債   224,113 39.6  226,145 41.9 

短期借入金   136,534   121,099  

一年以内返済予定長期借入金 ※3  16,668   25,008  

未払金   12,907   18,945  

未払費用   33,242   34,236  

未払法人税等   1,603   1,594  

未払消費税等   9,213   11,516  

前受金   8,658   7,374  

預り金   5,286   6,370  

固定負債   295,711 52.3  255,220 47.3 

長期借入金 ※3  239,093   213,486  

長期未払金   56,618   41,734  

負債合計   519,825 91.9  481,366 89.2 

（純資産の部）        

株主資本        

 資本金   91,248 16.1  91,248 16.9 

 資本剰余金   25,748 4.5  25,748 4.8 

  資本準備金   25,748   25,748  

 利益剰余金   △70,945 △12.5  △58,861 △10.9 

  利益準備金   954   954  

  その他利益剰余金   △71,899   △59,816  

   繰越利益剰余金   △71,899   △59,816  

株主資本合計   46,050 8.1  58,134 10.8 

純資産合計   46,050 8.1  58,134 10.8 

負債・純資産合計   565,875 100.0  539,500 100.0 
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（２）【損益計算書】 
 

  
第23期 

(自 平成24年4月1日 
 至 平成25年3月31日) 

第24期 
(自 平成25年4月1日 
 至 平成26年3月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円) 百分比
(％) 

        
Ⅰ売上高   650,288 100.0  752,456 100.0 
Ⅱ売上原価   524,919 80.7  606,601 80.6 

売上総利益   125,368 19.3  145,855 19.4 
Ⅲ販売費及び一般管理費   107,570 16.5  124,343 16.5 
営業利益   17,798 2.8  21,512 2.9 

Ⅳ営業外収益        
補助金等収入  1,499   144   
不動産賃貸料  962   －   
貸倒引当金戻入  555   145   
受取配当金  509   －   
その他  440 3,965 0.6 1,379 1,669 0.2 

Ⅴ営業外費用        
支払利息  8,126   7,738   
支払保証料  1,148   1,083   
社債償還損  263   －   
社債利息  56   －   
その他  55 9,649 1.5 － 8,821 1.2 
経常利益    12,114 1.9   14,359 1.9 

 Ⅵ特別利益        
固定資産売却益  － －  312 312 0.0 

 Ⅶ特別損失        
固定資産除却損  1,123   －   
固定資産売却損  5,965   －   
役員退職慰労金  － 7,088 1.1 1,000 1,000 0.1 

税引前当期純利益   5,025 0.8  13,672 1.8 
法人税、住民税及び事業税  1,605   1,589   

法人税等調整額  △178 1,426 0.2 － 1,589 0.2 
当期純利益   3,598 0.6  12,083 1.6 

        



 
 

 49

（３）【株主資本等変動計算書】 
前事業年度（自 平成 24 年 4 月 1 日 至 平成 25 年 3 月 31 日） 

 （単位：千円） 

項目 

株主資本 
純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本

合計 資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

平成 24 年 4 月 1 日残高 91,248 25,748 954 △75,498 42,451 42,451 

事業年度中の変動額       

当期純利益 ― ― ― 3,598 3,598 3,598 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 3,598 3,598 3,598 

平成 25 年 3 月 31 日残高 91,248 25,748 954 △71,899 46,050 46,050 

 
 
 
当事業年度（自 平成 25 年 4 月 1 日 至 平成 26 年 3 月 31 日） 

 （単位：千円） 

項目 

株主資本 
純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本

合計 資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

平成 25 年 4 月 1 日残高 91,248 25,748 954 △71,899 46,050 46,050 

事業年度中の変動額       

当期純利益 ― ― ― 12,083 12,083 12,083 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 12,083 12,083 12,083 

平成 26 年 3 月 31 日残高 91,248 25,748 954 △59,816 58,134 58,134 
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（４）【個別注記表】 
 

① 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

1. たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商品及び製品・仕掛品 
……受注製作品・ソフトウェア開発等については、個別法による原価法（収益性の低下に基 
づく簿価切下げの方法）  

  自社ブランド製品等については、総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価 
切下げの方法）  

  
      原材料及び貯蔵品 
     ……総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 
    

2. 有形固定資産の減価償却方法 
……定率法を採用しています。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(付属設備は除
く)については定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物(建物付属設備) 16 ～39 年( 8～15年) 
構築物              2 ～30 年 
車両運搬具      3 ～ 6 年 
工具、器具及び備品  2 ～10 年 

 
3. 無形固定資産の減価償却方法 

……自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法
を採用しています。 
また、市場販売目的のソフトウェアについては、販売可能な見込有効期間(3年以内)に 

基づく定額法を採用しています。 
のれんについては、8年間の均等償却によっております。 

 
4. 引当金の計上基準 

貸倒引当金……売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 

 
5. 消費税等の会計処理 

……税抜方式によっております。 
 

 
会計処理方法の変更 
該当事項はありません。 
 
 

表示方法の変更 
該当事項はありません。 
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② 貸借対照表に関する注記 
第23期 

(平成25年3月31日現在) 
第24期 

(平成26年3月31日現在) 
※1 有形固定資産の減価償却累計額 89,755千円 
 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 95,022千円 
 

※2 所有権が売主に留保された固定資産 
                  代金未払額 

建物（本社建物） 31,624千円
建物（幼児園教室） 2,083千円
建物（幼児園教室） 1,752千円
構築物（湘南保育園ﾃﾞｯｷ） 473千円
工具器具備品（幼児園ｴｱｺ

ﾝ） 1,896千円

土地（本社土地） 31,646千円
 

※2 所有権が売主に留保された固定資産 
                  代金未払額 

建物（本社建物） 28,330千円
建物（幼児園教室） 1,351千円
建物（幼児園教室） 1,323千円
構築物（湘南保育園ﾃﾞｯｷ） 193千円
車両運搬具（幼児園ﾊﾞｽ） 2,518千円
工具器具備品（幼児園ｴｱｺ

ﾝ） 948千円

土地（本社土地） 24,394千円
 

  
※3 係争事件について 

当社は、カナダ国ブリティッシュコロンビア州バン
クーバー市に住所をおくKIKUCHI FINANCIAL GROUP Inc.
並びに英領バージン諸島に住所を置くその親会社 KFG 
Holdings Inc（以下、KFG社という）からデータベース

システムの開発を受注し、平成20年6月に完成品を納入
しようとしましたが、KFG社から一方的に納入を拒否さ
れました。その後も納品の働きかけや話し合いを要請
しましたが、KFG社から全てを拒否されました。この結
果、当社は開発費他合計7,482千円を回収することが不
可能になる損害を被りましたので、平成20年7月17日付

けで、カナダ国ブリティッシュコロンビア州最高裁判
所に、KFG社に対して損害賠償請求訴訟を提起いたしま
した。 
一方、KFG社は、納品拒否は当社の納期遅れによるこ

とが原因であり、既に契約は破棄をしたとして反論を
しております。しかし、当社としては納期遅れの原因
はKFG社が開発に必要なデータを誤って提供したこと

にあり、また契約を破棄したという事実はないために
当社に責任は一切ないと考えております。 

現在、既に係争中ですが、当該訴訟の結果を現時点
で予測することはできません。 

※3 係争事件について 
同左 
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③ 株主資本等変動計算書に関する注記 
前事業年度(自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日) 
 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 
発行済株式     
 普通株式 7,658 株 ― ― 7,658 株 
  合計 7,658 株 ― ― 7,658 株 
 
２．新株予約権に関する事項 

新株予約権の内訳 新株予約権の目的となる
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

当事業年度期首  増加 減少 当事業年度末 

平成17年6月23日定時株主総
会承認による付与 

普通株式 600 ― ― 600 

合   計  600 ― ― 600 

 
 
３. 配当に関する事項 
(1)配当金支払額 
 該当ありません。  
(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
該当ありません。 

 
当事業年度(自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日) 
 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 
発行済株式     
 普通株式 7,658 株 ― ― 7,658 株 
  合計 7,658 株 ― ― 7,658 株 
 
２．新株予約権に関する事項 

新株予約権の内訳 
新株予約権の目的となる

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

当事業年度期首  増加 減少 当事業年度末 

平成17年6月23日定時株主総
会承認による付与 普通株式 600 ― ― 600 

合   計  600 ― ― 600 

 
３．配当に関する事項 
(1)配当金支払額 
 
 該当ありません。 
 
(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
該当ありません。 
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④ 税効果会計に関する注記 
第23期 

(自 平成24年4月1日 
 至 平成25年3月31日) 

第24期 
(自 平成25年4月1日 
 至 平成26年3月31日) 

 
1．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
  繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金    31,512 千円 
減価償却超過額      1,719 千円 
貸倒引当金         1,318 千円 
その他             270 千円 
小計          34,821 千円 

評価性引当額       △34,821 千円 
     繰延税金資産合計       － 千円 
   
 
 
 
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 39.1％ 
(調整) 
評価性引当金の増減 △44.3％ 
住民税均等割 31.9％ 
その他 1.7％ 
税効果会計適用後の法人税等率 28.4％ 

 

 
1．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
  繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金    22,844 千円 
減価償却超過額      1,617 千円 
貸倒引当金         1,239 千円 
その他             254 千円 
小計          25,955 円 

評価性引当額       △25,955 千円 
     繰延税金資産合計       － 千円 
   
 
 
 
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 36.7％ 
(調整) 
評価性引当金の増減 △36.9％ 
住民税均等割 11.8％ 
その他 0.0％ 
税効果会計適用後の法人税等率 11.6％ 
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⑤  金融商品関係に関する注記 

 
前事業年度(自 平成 24 年 4 月 1 日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 
 
１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入及び社債により資金
を調達しております。 

営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 
借入金及び社債の使途は運転資金(主として短期)および設備投資資金(長期)であります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 
平成 25年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。 
 

（単位：千円） 
 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預金 41,638 41,638 － 

（2）営業未収入金 88,476   

  貸倒引当金(※1) △530   

  営業未収入金（純額） 87,946 87,946 － 

（3）未収入金 8,373   

  貸倒引当金(※1) △51   

  未収入金（純額） 8,322 8,322 － 

資産計 137,906 137,906 － 

（1）短期借入金 136,534 136,534 － 

（2）長期借入金（一年以内返済予定長期借入金を含む） 255,761 252,247 △3,514 

（3）長期未払金（未払金（流動負債）を含む） 69,525 66,039 △3,486 

負債計 461,820 454,820 △7,000 

デリバティブ取引 － － － 

(※1) 営業未収入金及び未収入金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。 
 
（注 1）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 
 

資産 
(1) 現金及び預金、(2)営業未収入金、並びに（3）未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 

 
負債 
(1)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 
(2) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。 

（3）長期未払金 
これらの時価については、元金利の合計を、新規に同様の取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。 
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デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載します。 

 
 
当事業年度(自 平成 25 年 4 月 1 日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 
 
１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達し
ております。 

営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 
借入金の使途は運転資金(主として短期)および設備投資資金(長期)であります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 
平成 26年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。 

（単位：千円） 
 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預金 56,226 56,226 － 

（2）営業未収入金 92,991   

  貸倒引当金(※1) △409   

  営業未収入金（純額） 92,582 92,582 － 

（3）未収入金 5,967   

  貸倒引当金(※1) △26   

  未収入金（純額） 5,940 5,940 － 

資産計 154,749 154,749 － 

（1）短期借入金 121,099 121,099 － 

（2）長期借入金（一年以内返済予定長期借入金を含む） 238,494 237,920 △573 

（3）長期未払金（未払金（流動負債）を含む） 60,679 60,679 － 

負債計 420,273 419,700 △573 

(※1) 営業未収入金及び未収入金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。 
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（注 1）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 
 

資産 
(1) 現金及び預金、(2)営業未収入金、並びに（3）未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 

 
負債 
(1)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 
(2) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。 

（3）長期未払金 
これらの時価については、元金利の合計を、新規に同様の取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。 
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⑥  関連当事者との取引に関する注記 

 
前事業年度(自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日) 
 

属性 会社等の名称 
又は氏名 

関連当事者 
との関係 

議決権等の所有 
(被所有)割合(％) 取引の内容 

取引の種類別の 
取引金額 
(千円) 

期末における債権債務の残高 
(千円) 

主要株主 
（個人） 林 正幸 当社代表取締役 被所有 

直接（37.6） 

金融機関借入債
務被保証 
（注） 

 
資金の貸付 

 
経費等の支払 

 
374,925 

 
 

 5,000 
 

 1,328 

 
――― 

 
 

短期貸付金 5,000 
 

長期未払金 1,328 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）金融機関借入債務被保証については、借入債務の期末残高を記載しております。また、債務被保証について、保証料は支払

っておりません。 

 
当事業年度(自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日) 

属性 会社等の名称 
又は氏名 

関連当事者 
との関係 

議決権等の所有 
(被所有)割合(％) 取引の内容 

取引の種類別の 
取引金額 
(千円) 

期末における債権債務の残高 
(千円) 

主要株主 
（個人） 林 正幸 当社代表取締役 被所有 

直接（40.5） 

金融機関借入債
務被保証 
（注） 

 
経費等の支払 

 
351,232 

 
 

 429 

 
――― 

 
 

長期未払金 1,323 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）金融機関借入債務被保証については、借入債務の期末残高を記載しております。また、債務被保証について、保証料は支払

っておりません。 

⑦ １株当たり情報に関する注記 

項目 
第23期 

(自 平成24年4月1日 
 至 平成25年3月31日) 

第24期 
(自 平成25年4月1日 
 至 平成26年3月31日) 

１株当たり純資産額    6,013円37銭    7,591円28銭 

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△） 469円95銭 1,577円91銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式がないため、記載しておりません。 
 
(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
第23期 

(自 平成24年4月1日 
 至 平成25年3月31日) 

第24期 
(自 平成25年4月1日 
 至 平成26年3月31日) 

１株当たり当期純利益 469円95銭 1,577円91銭 

 当期純利益 3,598千円 12,083千円 

 普通株主に帰属しない金額 － － 

 普通株式に係る当期純利益 3,598千円 12,083千円 

 普通株式の期中平均株式数 7,658株 7,658株 
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⑧ 重要な後発事象に関する注記 
 
 前事業年度（自 平成 24 年 4 月 1 日 至 平成 25 年 3 月 31 日） 
 該当事項はありません。 
 
 当事業年度（自 平成 25 年 4 月 1 日 至 平成 26 年 3 月 31 日） 
 該当事項はありません。 
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（５）【附属明細書】 
①有形固定資産及び無形固定資産の明細  

（単位：千円） 

区分 資産の種類 期首帳簿 
価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿 

価額 
減価償却 
累計額 

期末取得 
原価 

 
有形固定資産 

建物 99,131 1,483 － 5,190 95,424 65,318 160,742 

構築物 2,631 3,159 － 560 5,231 5,598 10,830 

車両運搬具 2,161 2,547 83 1,527 3,097 9,263 12,360 

工具、器具及
び備品 2,914 994 － 1,190 2,719 14,842 17,561 

土地 96,071 － － － 96,071 － 96,071 

建設仮勘定 － 756 － － 756 － 756 

  計 202,910 8,941 83 8,468 203,299 95,022 298,322 

                                              
無形固定資産 

 

ソフトウェア 101,452 268 － 29,709 72,011 

 

のれん 21,542 － － 7,732 13,810 

その他 383 － － 10 373 

計 123,379 268 － 37,451 86,195 

投資その他の 
資産 長期前払費用 23,788 646 － 912 23,522 

（注） 1. 湘南保育園ファザード改修工事・備品購入に伴い、以下の資産が増加しております。 
        構築物         1,769千円 
        工具、器具及び備品    433千円 
         合計          2,203千円 
 
    2. ふじ幼児園園舎床張替、送迎バス・遊具購入に伴い、以下の資産が増加しております。 
        建物          1,483千円 
        車両運搬具       2,547千円 
        構築物         1,390千円 

            合計        5,421 千円 
 
3. 本社備品購入に伴い、以下の資産が増加しております。 

        工具、器具及び備品    560千円 
 合計           560千円 

 
 

②引当金の明細  
（単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

貸倒引当金（流動） 581 － － 145 436 
貸倒引当金（固定） 10,114 － － － 10,114 
（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替えによる取崩額であります。
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③販売費及び一般管理費の明細 

（単位：千円） 

科目    金額 摘要 

役員報酬 25,893  

給与手当 38,862  

賞与 2,205  

法定福利費 9,362  

福利厚生費 246  

消耗品費 1,285  

地代家賃 1,779  

保険料 4,053  

修繕費 1,248  

租税公課 1,721  

減価償却費 7,127  

旅費交通費 4,493  

通信費 1,831  

水道光熱費 1,158  

支払手数料 7,884  

広告宣伝費 10  

接待交際費 135  

会議費 305  

リース料 321  

諸会費 150  

顧問料 1,886  

賦課金 1,006  

長期前払費用償却 685  

のれん償却額 7,732  

外注費 32  

施設負担金 1,023  

寄附金 104  

貸倒損失 1,263  

その他 532  

計 124,343  
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２２２２    【【【【主な資産及び負債の内容主な資産及び負債の内容主な資産及び負債の内容主な資産及び負債の内容】】】】    
 

① 現金及び預金 

区分 金額(千円) 

現金 534 

預金  

当座預金 76 

普通預金 31,912 

定期預金 16,902 

定期積金 6,800 

計 55,691 

合計 56,226 

 
② 営業未収入金 
ａ 相手先別内訳                             

相 手 先 金額(千円) 備     考 

㈱エヌ・メルクス 14,079  

日立情報通信ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 12,242  

日本システムウェア㈱ 10,104  

TDI ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ㈱ 7,454  

ｼﾞｪｲｱｰﾙｼｰ特機㈱ 5,246  

富士ソフト㈱ 5,203  

その他 38,661  

合計 92,991  

 
ｂ 営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況                （単位：千円） 

前期繰越高 
(Ａ) 

当期発生高 
(Ｂ) 

当期回収高 
(Ｃ) 

次期繰越高 
(Ｄ) 

 
回 収 率 

滞留期間 
(Ａ)＋(Ｄ) 

     2     
   (Ｂ)    

365 

   (Ｃ)    
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 

88,476 678,004 673,489 92,991 87.9% 48.8日 

（注）当期発生高には消費税等は含まれております。 
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③ 商品及び製品 

品名 金額(千円) 

 Talking Photo 1,754 

 プラネタリウム 878 

ハーブティ・アロマオイル等健康関連事業商品 4 

合計 2,637 

 
④ 原材料及び貯蔵品 

品名 金額(千円) 

 Talking Photo 46 

 プラネタリウム 1,347 

合計 1,393 

⑤ 出資金 

相手先 金額(千円) 

大和高度化事業協同組合 32,319 

横浜信用金庫 10 

城南信用金庫 10 

合計  32,339 

⑥ 長期前払費用 

相手先 金額(千円) 

住友生命 長期平準定期保険料 17,585 

神奈川県信用保証協会 4,362 

リゾートトラスト 償却保証金 411 

㈱日産ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ割賦手数料 396 

Talking Photo 販売促進ツール 315 

シャープファイナンス立替払手数料 160 

オリックス立替払手数料 159 

ジャックス割賦手数料 132 

合計  23,522 

⑦ 短期借入金 

相手先 金額(千円) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 104,783 

住友生命保険相互会社 16,316 

合計  121,099 



 
 

 63

 

⑧ 一年以内返済予定長期借入金 
相手先 金額(千円) 

㈱三井住友銀行 8,460 

  ㈱横浜銀行 5,112 

商工組合中央金庫 4,200 

㈱静岡中央銀行 2,160 

  ㈱三菱東京UFJ銀行 2,052 

  横浜信用金庫 1,944 

  ㈱静岡銀行 1,080 

  合計 25,008 

 

⑨ 未払費用 

相手先 金額(千円) 

  3/16～末分給与手当 20,765 

  3/16～末分通勤交通費 1,013 

  厚生年金保険料 3月分 3,913 

健康保険料 3月分 2,491 

厚生年金保険料未払利息 2,558 

労働保険料不足分 1,147 

  ふじ幼児園･湘南保育園 給食代 451 

住友生命経過利息 377 

  出張交通費 社員立替分 371 

住友生命保険料 305 

  森安公認会計士事務所 262 

またの事務所 30 

その他 547 

合計 34,236 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 64

⑩  長期借入金 
相手先 金額(千円) 

  ㈱三井住友銀行 72,064 

  ㈱横浜銀行 43,599 

  商工組合中央金庫 35,840 

㈱静岡中央銀行 18,437 

  ㈱三菱東京UFJ銀行 17,444 

  横浜信用金庫 16,576 

  ㈱静岡銀行 9,526 

合計 213,486 

 
 
 
⑪ 長期未払金 

相手先別内訳 
相手先 金額(千円) 

  大和高度化事業協同組合 36,906 

  ㈱日産フィナンシャルサービス 1,961 

  シャープファイナンス㈱ 1,296 

  林 正幸 894 

  オリックス㈱ 675 

合計 41,734 
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３３３３    【その他】【その他】【その他】【その他】    
（１）借入金等明細表 

財務諸表等規則に準じて作成した第24期の借入金等明細表は以下のとおりです。なお、当該明細表

については監査を受けておりません。 
 

借入金等明細表 
 

区分 当期首残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 返済期限 

短期借入金 136,534 121,099 1.9 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 16,668 25,008 2.1 ― 

1年以内に返済予定のリース債権 635 618 ― 
 

― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 239,093 213,486 2.1 平成27年4月1日 

～平成37年2月28日 
リース債務（1年以内に返済予定の
ものを除く。） ― 1,354 ― 平成27年4月1日 

～平成30年4月4日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 392,930 361,566 ― ― 

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 
２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 
 

区分 １年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 25,008 25,008 25,008 25,008 
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（２）売上原価明細書及び製造原価報告書  

財務諸表等規則に準じて作成した第23期及び第24期の売上原価明細書及び製造原価明細書は以下のと

おりです。なお、当該明細書については監査を受けておりません。 

ａ 売上原価明細書 

  
第23期 

(自 平成24年4月1日 
 至 平成25年3月31日) 

第24期 
(自 平成25年4月1日 
 至 平成26年3月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 

Ⅰ 期首たな卸高  19,311 3.7 3,577 0.6 

Ⅱ 当期製品製造原価  523,752 
 

－ 

96.3 605,660 
 

－ 

99.4 

Ⅲ 当期仕入高  －  

合計  543,063 100.0 609,238 100.0 

Ⅳ 他勘定振替高  －  －  

Ⅴ 期末たな卸高  18,144  2,637  

売上原価  524,919  606,601  

      
 

ｂ 製造原価明細書   

  
第23期 

(自 平成24年4月1日 
 至 平成25年3月31日) 

第24期 
(自 平成25年4月1日 
 至 平成26年3月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％) 

Ⅰ 材料費  442 0.1 77 0.0 

Ⅱ 労務費  434,087 82.9 515,507 85.1 

Ⅲ 経費 ※1 89,223 17.0 90,075 14.9 

  当期総製造費用  523,752 100.0 605,660 100.0 

  期首仕掛品たな卸高  －  －  

合計  523,752   605,660  

  期末仕掛品たな卸高  －     －  

当期製品製造原価  523,752  605,660  

      
 

（注）※1 主な内訳は、次のとおりであります。 

項目 

第23期 
(自 平成24年4月1日 
至 平成25年3月31日) 

第24期 
(自 平成25年4月1日 
至 平成26年3月31日) 

金額(千円) 金額(千円) 

外注加工費 638  990  

旅費交通費 33,526 29,543 

地代家賃 10,553  10,544  
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（３）キャッシュ・フローの状況 
財務諸表等規則に準じて作成した第23期及び第24期のキャッシュ・フローの状況を参考までに掲げる

と以下のとおりです。なお、当該状況につきましては監査を受けておりません。 

  
第23期 

(自 平成24年4月1日 
 至 平成25年3月31日) 

第24期 
(自 平成25年4月1日 
 至 平成26年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
１ 税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△)  5,025 13,672 
２ 減価償却費  39,308 38,873 
３ のれん償却額  7,732 7,732 
４ 固定資産売却益  － △312 
５ 固定資産売却損  5,965 － 
６ 固定資産除却損  1,123 － 
７ 貸倒引当金の増減額  26 △145 
８ 受取利息及び配当金  △5 △64 
９ 支払利息  8,126 7,738 
10 社債利息  56 － 
11 売上債権の増減額  △6,295 △4,515 
12 たな卸資産の増減額  1,516 535 
13 未収入金の増減額  535 2,405 
14  前払費用の増減額  190 △417 
15 その他の資産の増減額  △4,113 3,562 
16 仕入債務の減少額  △514 － 
17 未払金の増減額  △308 6,038 
18  未払費用の増減額  △10,044 △2,680 
19 前受金の増減額  △255 △1,284 
20 未払消費税等の増減額  2,932 2,303 
21 その他  △27,683 1,096 

小計  23,320 74,537 
22 利息及び配当金の受取額  5 64 
23 利息の支払額  △9,023 △8,973 
24 法人税等の支払額  △1,658 △1,598 

営業活動によるキャッシュ・フロー  12,643 64,030 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
１  定期預金の預入による支出  △12,200 △6,302 
２ 定期預金の払戻による収入  － － 
３ 有形固定資産の取得による支出  △222 △4,389 
４ 有形固定資産の売却による収入  34,011 － 
５ 貸付による支出  △5,000 － 
６ 貸付金の回収による収入  50 5,060 
７ その他投資の増減額  6,698 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー  23,336 △5,631 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
１ 短期借入金の純増減額  △4,554 △15,434 
２ 長期借入れによる収入  － － 
３ 長期借入金の返済による支出  △13,168 △17,267 
４ 社債の償還による支出  － － 
５ 長期未払金の支払による支出  △2,277 △17,412 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △19,999 △50,113 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  15,980 8,285 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  8,257 24,237 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  24,237 32,523 

(注) １ キャッシュ・フローの状況における資金の範囲 
  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資 
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２ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 第23期  第24期 
現金及び預金 41,638千円 56,226千円
預入期間３か月超の定期預金 △17,400千円 △23,702千円

現金及び現金同等物 24,237千円 32,523千円
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度  4月1日から3月31日まで 

定時株主総会  6月中 

基準日  3月31日 

株券の種類 １株券、10株券 但し、必要がある場合には上記以外の株式数を表示した株券を発行
することができる。 

剰余金の配当の基準日  9月30日 3月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え  

  取扱場所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 日本証券代行株式会社 

  株主名簿管理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 日本証券代行株式会社 

  取次所 日本証券代行株式会社 本・支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 － 

  株主名簿管理人 － 

  取次所 － 

  買取手数料 － 

公告掲載方法 官報 

株主に対する特典 なし 
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第７ 【提出会社の参考情報】 
 

１１１１    【【【【提出会社の親会社等の情報提出会社の親会社等の情報提出会社の親会社等の情報提出会社の親会社等の情報】】】】    

当社には、親会社等はありません。 

 

２２２２    【【【【その他の参考情報その他の参考情報その他の参考情報その他の参考情報】】】】    

該当事項はありません。 
 


